
令和７年度 第四次富士市情報化計画実施状況一覧表

上期 下期

1 1-1-1

市税のクレ

ジットカード

納付

重点

事業
〇 収納課

クレジットカード納付などの

キャッシュレス収納を追加し、納

付チャネルを拡大する。

実施中 運用・実施 運用・実施

QRコードを活用した

キャッシュレス納付の推

進（ウェブサイト、ポス

ター、共通用封筒の印

字）を行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

2 1-1-3

介護ワンス

トップサービ

スの提供

重点

事業
〇 介護保険課

国が運営するマイナポータルの

ぴったりサービスを用いて、要介

護認定申請など介護保険サービス

の利用に必要な手続をオンライン

で行える介護ワンストップサービ

スを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

申請管理システムによる

介護保険サービスに係る

電子申請の受付処理。

B
現状維持

の方向
変更なし

3 1-1-4
子育て支援ア

プリ運用実施

重点

事業
〇

こども未来

課

妊娠期から子育て期に使用する便

利な機能と、市からのお知らせな

どの情報を１つにまとめた、オー

ルインワンの「妊娠・子育て支援

システム」を導入し、令和４年度

から運用を開始する。

実施中 運用・実施 運用・実施

アプリを運用した。ま

た、アプリ内に子育て世

帯向けの市からのお知ら

せや、子育て関連イベン

トの情報等を掲載した。

B
現状維持

の方向
変更なし

4 1-1-5

子育てワンス

トップサービ

スの提供

重点

事業

こども家庭

課、子育て

給付課、保

育幼稚園課

マイナンバーカードを用いたオン

ラインで一括して手続が行える

「子育てワンストップサービス」

のうち、「子育て支援」に関する

サービスの提供を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

児童手当9業務、児童扶

養手当1業務、妊娠届出1

業務について運用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

5 1-1-6
電子申請シス

テムの運用

推進

事業
〇

デジタル戦

略課

インターネットを利用した申請や

手続のオンライン化をより一層充

実させ、市民がいつでもどこから

でも身近に利用できるサービスの

提供を進める。

実施中 運用・実施 運用・実施

・電子申請未導入の手続

について、オンライン化

に向け伴走支援を実施し

た。

・情報化推進リーダー研

修を実施し、各所属の電

子申請の利用を推進し

た。

C
現状維持

の方向
変更なし

6 1-1-7
市民通報シス

テムの運用

推進

事業
〇

デジタル戦

略課

市道の損傷や公園遊具の不具合、

ごみの不法投棄について、市民が

スマートフォンの位置情報機能や

カメラを利用し、アプリ上でいつ

でもどこからでも投稿することが

でき、また、進捗状況や対応結果

をアプリ上で確認することができ

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

安定稼働している。

初心者向けスマホ教室に

て広報を行い、投稿件

数・会員登録者ともに増

加している。

高齢者支援課の「生活・

介護支援サポーター事

業」にて、プライベー

ト・テーマレポート機能

を活用した。

A
現状維持

の方向
変更なし

7 1-1-8

公共施設案

内・予約シス

テムの活用

継続

事業
〇

デジタル戦

略課

本市が所有する施設の利用（予

約）状況をインターネットに公開

し、利用者がいつでもどこからで

も予約状況を確認でき、一部施設

においては予約申請を行うことが

できるサービスを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施
新システムを滞りなく、

運用した。
A

現状維持

の方向
変更なし
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8 1-1-9
保育園等ICT化

事業

継続

事業
〇

保育幼稚園

課

令和３年４月より、公立園では園

児の登降園管理と職員の出退勤管

理について、私立園では給付費等

の請求額の算出について、運用開

始した。これにより、利用者の利

便性の向上、保育士等の事務負担

の軽減を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＩＣＴシステムの更なる

活用（公立園における各

種帳票電子化、一時預か

り事業の申請電子化、こ

ども誰でも通園制度の国

システム活用）、令和８

年度以降の委託契約に係

る事務、保育業務施設管

理プラットフォームの活

用検討

B
現状維持

の方向
変更なし

9 1-1-10
電子申告シス

テムの運用

重点

事業
〇

市民税課、

収納課

eLTAX（エルタックス）によるイ

ンターネットを利用した電子申

告・申請・納税のサービスを拡大

する。個人住民税の特別徴収納税

額通知の電子化など、機能を強化

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ｅＬＴＡＸ（エルタック

ス）によるインターネッ

トを利用した電子申告・

申請・納税サービスを拡

大した。

C
現状維持

の方向
変更なし

10 1-1-11

映像通報シス

テムの導入及

び運用

継続

事業
〇 情報指令課

 映像通報システム（機能：ス

マートフォンGPS測位位置情報の

取得、指令センターと通報者間で

の映像や動画ファイルの送受信、

ドローンからの映像受信、受信し

た映像の共有等）を導入し消防業

務に活用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用状況の確認

運用方法の再検討、見直

し

B
現状維持

の方向
変更なし

11 1-1-12

防災情報アプ

リ（防災ヘル

プサービス）

の導入

重点

事業
〇

防災危機管

理課

避難行動要支援者の個別避難計画

を作成する機能や緊急時に避難要

請を行い支援者とマッチングする

機能に加え、ハザードマップの確

認機能や同報無線情報の通知機能

を搭載した富士市専用の防災アプ

リケーションを導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

一般利用者、避難行動要

支援者の利用促進のた

め、様々なメディアや

ツールを活用した啓発や

説明会の開催を行った。

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

12 1-1-13

市政記録写真

等データ管

理・共有シス

テム

推進

事業
〇

シティプロ

モーション

課

10数万点ある市政記録写真を管理

するとともに、データ利用者の申

請・承認をシステム内で行う。写

真だけでなく、映像やイラストな

ども管理・共有することができ

る。

また、セキュリティ対応がとられ

ているため、安心してシステムを

使用できる。

実施中 運用・実施 運用・実施

写真やイラストなどの

データを効率よくシステ

ム内に登録し、データ利

用希望者に提供した。ま

た、著作権や肖像権に配

慮するため的確に管理し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

13 1-1-14

防犯カメラを

活用した子ど

もの見守り体

制の強化

推進

事業
市民安全課

町内会や町内会連合会、まちづく

り協議会が設置する通学路防犯カ

メラについて、静岡県と本市が

1/3ずつを負担する補助制度

実施中 運用・実施 運用・実施

通学路防犯カメラ設置事

業費補助金制度の施行を

通じた地域による防犯カ

メラ設置に対する支援

（令和7年度実績：4団体

12台）

A
拡大・拡

充の方向
変更なし

14 1-1-15
ほっとデジタ

ル相談・ふじ

重点

事業
〇 学校教育課

児童生徒に配備している１人１台

端末を活用し、いじめや家庭、学

校生活の悩みなどを24時間気軽に

相談できるようにするための窓口

を開設する。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムの運用

・悩み、相談の受付

・相談者への返信

B
現状維持

の方向
変更なし
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15 1-1-16

原動機付自転

車等標識交付

申請のオンラ

イン化

推進

事業
〇 市民税課

電子申請による原動機付自転車等

の標識交付申請について、郵送で

課税標識(ナンバープレート)を送

付する。

実施中 運用・実施 運用・実施

来庁することなく、パソ

コン、スマートフォンか

らいつでも申請ができる

（郵送料の負担あり）。

来庁できない市民に対し

て登録方法の拡大を図

る。

対象車種：原動機付自転

車用、ミニカー（1月か

ら特定小型原動機付自転

車、小型特殊自動車を追

加）

A
拡大・拡

充の方向
変更なし

16 1-2-2
キャッシュレ

ス決済の拡大

推進

事業
〇

デジタル戦

略課

既にキャッシュレスを導入済みの

市税や証明書の交付手数料などに

加え、現金収受を行っている証明

書等交付手数料についてキャッ

シュレス決済を進める。また、現

金払としている施設の使用料や納

付書払としている保険料などにつ

いても調査・研究し、スマート

フォンアプリ決済やクレジット

カード決済などのキャッシュレス

決済の導入を順次進め、市民の利

便性の向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・キャッシュレス決済を

運用するとともに、導入

を検討している所属と、

導入に向けた打合せを

行った。

・収納方法検討会議にお

いて、国のeLQRの活用

に向けた動きについて情

報収集を行った。

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

17 1-2-3
証明手数料の

PayPayでの支

推進

事業
〇 収納課

証明手数料について、PayPayでの

支払を行えるようにする。
実施中 運用・実施 運用・実施

利用拡大のためPRを

行った
B

現状維持

の方向
変更なし

18 1-2-4

旧公図・旧台

帳のデジタル

化

推進

事業
収納課

紙及びマイクロフィルムで保管し

ている旧図面や旧台帳をデジタル

化し、検索システムの構築及び運

用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
旧土地、家屋台帳のシス

テムからの発行
B

現状維持

の方向
変更なし

19 1-2-5
ウェブ通訳シ

ステムの導入

推進

事業
〇

市民活躍・

男女共同参

画課

タブレット端末を使用し、多言語

でのテレビ電話通訳や機械翻訳が

可能なウェブ通訳システムを導入

する。これにより、通訳者がいな

いためにお互いの意思疎通を手探

りで進めている窓口対応の問題を

解消する。

実施中 運用・実施 運用・実施

外国人市民の窓口対応の

際、ウェブ通訳システム

を利用して通訳の人材確

保が困難な場合の通訳の

充実を図った。

C
現状維持

の方向
変更なし

20 1-2-6

証明書手数料

等キャッシュ

レス決済の運

用

推進

事業
〇 市民課

証明書交付等手数料について、

キャッシュレス決済による運用を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用における入金管理、

調定処理などを適切に管

理した。

キャッシュレス決済利用

率：6.9％（1月末現在）

B
現状維持

の方向
変更なし

21 1-2-8
おくやみ窓口

の運用

継続

事業
〇 市民課

死亡後の手続について、申請書類

の一括作成や手続のワンストップ

化を行い市民サービスの向上を図

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
おくやみ窓口の運用・実

務
B

現状維持

の方向
変更なし
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22 1-2-9
発券機システ

ムの運用

継続

事業
〇 市民課

感染症対策など市民課待合ロビー

の混雑回避を図るため、混雑状況

をウェブで確認できる機能や携帯

電話にメール等で順番を知らせる

呼出機能を装備した発券機システ

ムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

発券機システムの運用

なお、予定していた経費

との差は振り仮名届出開

始によるシステムの改修

による超過及びリース期

間満了後の再リースによ

る減額

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

23 1-2-10

道路台帳等窓

口閲覧環境等

の構築

重点

事業
〇 建設総務課

タッチパネル方式のモニタ（端

末）を活用して（窓口カウンター

に設置し）、来課者自らが容易に

操作し、道路台帳等を閲覧できる

サービスを導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

システム情報の更新、窓

口での運用、地図データ

の更新を予定通り行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

24 1-2-11

開発情報等の

閲覧環境の構

築

重点

事業
〇

建築土地対

策課

ふじタウンマップを使用して開発

情報等を閲覧できるサービスを導

入する。

実施中
要件調査・

導入検討
導入準備

導入検討を行い予算要求

し、R8年度に予算化さ

れる。

C
現状維持

の方向
変更なし

25 1-2-12

こども医療費

助成事業の電

子化

重点

事業
〇

子育て給付

課

こども医療費助成事業に関する申

請について、電子申請を可能とす

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

新規申請等の電子申請に

ついて、継続して運用を

開始した。

B
現状維持

の方向
変更なし

26 1-2-13
空き家バンク

運営

継続

事業
住宅政策課

空き家利用希望者の登録の電子申

請に加えて、物件登録の電子申請

化を研究します。

実施中
調査・基礎

研究

調査・基礎

研究

必要書類は、空き家バン

ク物件の安全性を確保す

るために必要なため、

メール等デジタルを媒介

としたやり取りを可能と

している。

B
縮小・縮

減の方向
変更なし

27 1-3-1

マイナンバー

カードを活用

したサービス

の拡充

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

マイナンバーカードを活用した行

政サービスを拡充することにより

カードの普及を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

健康保険証とマイナン

バーカードの紐づけ支援

を実施し、マイナンバー

カードの利用促進等に努

めた。また、マイナ保険

証を活用した医療費助成

の資格確認について、国

の説明会に参加するとと

もに、関係課と情報共有

を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

28 1-3-2

マイナンバー

カードの健康

保険証対応

（国保及び後

期）

重点

事業
〇 国保年金課

令和４年10月予定の健康保険証一

体化により、医療機関や薬局に設

置されたカードリーダーにマイナ

ンバーカードを読み込ませた後、

顔写真で本人確認をすることによ

り健康保険証の提示が不要とな

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

被保険者証とマイナン

バーカードの紐づけ作業

の支援した。Ｒ7.7の保

険証一括更新も滞りなく

行うことができた。

B
現状維持

の方向
変更なし

29 1-4-1

最適な情報提

供手段の見直

し

重点

事業

シティプロ

モーション

課

ウェブサイト、メールサービス、

SNS、スマートフォンアプリ、コ

ミュニティFM放送、コールセン

ター、防災行政無線など、市民に

情報提供している手段について、

その役割・性質、対象者に応じた

仕組みの見直しを随時実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

最適な情報発信手段で、

利用者に市の情報を届け

られるよう、発信手段の

特性などを研究した。

B
現状維持

の方向
変更なし
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30 1-4-2

防災（災害）

情報の複数メ

ディア一斉配

信

推進

事業

防災危機管

理課

防災ラジオで使用しているアナロ

グ形式の電波は、国の方針により

電波の使用許可が取り消される可

能性があるため、これを念頭に新

たな情報伝達手段を検討する。ま

た、現在、同報無線（メール）、

防災ラジオに配信している防災情

報を、複数のメディアにワンオペ

レーションで一斉配信するシステ

ムを構築する。

実施中 運用・実施 運用・実施

複数メディア配信システ

ムを活用し、複数の情報

媒体に対する一斉情報配

信を実施している。

A
現状維持

の方向
変更なし

31 1-4-3
SNSの運用・

充実

推進

事業
〇

シティプロ

モーション

課

SNSの特性を活かし、市民との双

方向の交流や市民同士の意見交

流・情報共有を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

既存のツールを適切に管

理するとともに、機密漏

洩、個人情報流出などの

リスク管理も行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

32 1-4-4
動画等コンテ

ンツの充実

推進

事業

シティプロ

モーション

課

本市の情報を動画等を使って効果

的に伝える。
実施中 運用・実施 運用・実施

現状利用しているサービ

スの運用を継続すること

とした上で、新たな技術

によるサービスについて

研究した。

C
現状維持

の方向
変更なし

33 1-4-5

コンテンツマ

ネジメントシ

ステムの評

価・改善

推進

事業

シティプロ

モーション

課

平成26年度に導入したコンテンツ

マネジメントシステムの評価を行

い、改善につなげる。

完了 運用・実施 運用・実施

目的とするページにたど

り着きやすいよう検索性

の向上や、利用しやすい

よう見やすさの改善など

に努めた。データ移行を

滞りなく、実施させた。

B

終了（継

続しな

い）

変更なし

34 1-4-6
ふじタウン

マップの運用

推進

事業

デジタル戦

略課

インターネットを利用した地図上

で、施設の情報、防災情報、都市

計画情報、バリアフリー情報、食

育情報・基準点情報・認定路線網

図を掲載し広く公開を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

掲載情報の修正を依頼

し、マップの精度を向上

させた。

C
現状維持

の方向
変更なし

35 1-4-7
道路情報電子

化事業

推進

事業

建築土地対

策課

建築基準法第42条に規定する指定

道路等の情報をGIS上で整備する

とともに、建築確認申請等に必要

となる道路情報の一部を、ふじタ

ウンマップにて公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・ふじタウンマップへの

位置指定道路（42条1項

5号）情報の掲載

B
現状維持

の方向
変更なし

36 1-4-8

ふじタウン

マップによる

下水道台帳の

公開

推進

事業

上下水道営

業課

現在、上下水道営業課及び下水道

施設維持課の窓口で公開している

下水道台帳について、市民や事業

者がインターネット上で情報入手

できるよう、ふじタウンマップ上

で公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施
データ搭載。利用促進。

利用件数管理。
B

現状維持

の方向
変更なし

37 1-4-9

ごみ分別アプ

リ「さんあ～

る」の運用

継続

事業
〇

廃棄物対策

課

ごみ出し日の通知、ごみの分別一

覧表、ごみの分け方便利帳、お知

らせ機能などが搭載したスマート

フォン用アプリ「さんあ～る」を

通して、富士市のごみに関する情

報を発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施
ダウンロード数42,000件

を達成
B

拡大・拡

充の方向
変更なし
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38 1-4-10
ＳＭＳ催告シ

ステムの運用

継続

事業
〇 収納課

SMS（ショートメッセージサービ

ス）催告システムを運用し、市税

の初期滞納者に対する納税勧奨を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

SMS（ショートメッセー

ジサービス）催告システ

ムを運用し、市税の初期

滞納者に対する納税勧奨

を行なった。

B
現状維持

の方向
変更なし

39 1-4-11

ふじタウン

マップによる

水道管網図の

公開

推進

事業

水道工務

課、水道維

持課

現在、水道維持課の窓口で公開し

ている水道管網図について、市民

や事業者がインターネット上で情

報入手できるよう、ふじタウン

マップ上で公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施
ふじタウンマップの水道

管網図のデータ更新。
B

現状維持

の方向
変更なし

40 1-4-12

ふじタウン

マップによる

消防水利位置

情報の提供

継続

事業
警防課

消防水利の位置情報をインター

ネット上に公開し、自主防災会や

消防団等が参照できるようにす

る。地域の防災力向上を図るた

め、ふじタウンマップにより情報

公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

消防水利における位置情

報の公開

掲載情報の適宜更新

A
現状維持

の方向
変更なし

42 1-4-14
消防団アプリ

の導入

重点

事業
〇 消防総務課

消防団員個人の携帯電話に、消防

団専用アプリをインストールし、

消防団の現場活動強化及び事務負

担の軽減を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

アプリ導入による、出動

指令関係及び事務処理の

一元管理ができている。

B
現状維持

の方向
変更なし

43 1-5-1
ハザードマッ

プの電子化

推進

事業

防災危機管

理課

ハザードマップを電子化し、市

ウェブサイトに公開する。
実施中 運用・実施 運用・実施

ふじタウンマップの管

理、運用(情報システム

課予算)

B
拡大・拡

充の方向

推進事業

⇒継続事

業

44 1-5-3

ワンストップ

総合窓口シス

テムの運用

継続

事業
市民課

運用中のワンストップ総合窓口シ

ステムを、関係法令改正などによ

り必要に応じて改修を行い、継続

して運用していく。連携する部署

の事務の制度改正などにも対応し

ていく。

完了 運用・実施 運用・実施

総合窓口ｼｽﾃﾑの運用・維

持管理

なお、予定していた経費

を超過した分は、区画整

理対応のためのシステム

改修

C
現状維持

の方向
変更なし

41 1-4-13

ICTを活用した

文化財情報発

信事業

推進

事業
〇 文化財課

「ウェブサイトの見直し」とし

て、文化財課ページを博物館ウェ

ブサイトに追加し、分散する文化

財情報を集約・発信し、充実化を

図る。

関連文化財群「頼朝と曽我兄弟」

については、重点的なＰＲ活動を

推進する。その措置事業として、

県観光政策課による公式観光アプ

リ「TIPS」の、デジタルスタンプ

ラリー機能を利用して史跡めぐり

ラリーを開催する。著名なイラス

トレーターによる頼朝・曽我兄弟

を前面に打ち出すことで全国から

集客し、市内史跡の周知を図る。

また、画像・動画などを積極的に

撮影・編集し、公式ＳＮＳの運用

や、県文化財課による文化財情報

発信ポータルサイト「レガシズ」

への情報掲載を行い、最新の文化

財情報を発信していく。

実施中 変更なし運用・実施 運用・実施

イラストレーターのシラ

ノ氏にキャラクターデザ

インの制作依頼し、県観

光アプリＴＩＰＳを利用

したデジタルスタンプラ

リーを実施した。随時

ウェブサイトやＳＮＳを

更新しイベント・文化財

情報を発信した。

A
拡大・拡

充の方向
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45 1-5-4
斎場予約シス

テムの運用

継続

事業
市民課

利用者が斎場の空き状況の確認・

予約を行えるシステムを運用す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
予約システムの運用・実

施
B

現状維持

の方向
変更なし

46 1-5-5

コンビニ交付

による証明書

交付サービス

の提供

継続

事業

市民課、収

納課

マイナンバーカードを利用し、コ

ンビニにおける住民票の写し、印

鑑登録証明書、戸籍全部（個人）

事項証明書、税証明書などの交付

サービスを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

証明書コンビニ交付サー

ビスによる発行通数

：96,000件（見込）

B
現状維持

の方向
変更なし

47 1-5-6
スポーツ関連

情報の提供

継続

事業

文化スポー

ツ課、交流

観光課

スポーツ施設の予約状況やスポー

ツ関連イベント・大会などの開催

情報を市ウェブサイトを活用し情

報提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ウェブサイトに市のス

ポーツイベントやスポー

ツ施設の予約状況を公開

した。

メールマガジン「ふじす

ぽinfo」では、市以外の

スポーツ情報も発信し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

48 1-5-7

避難行動要支

援者名簿シス

テムの運用

継続

事業
福祉総務課

災害時に支援が必要となる市民の

情報を一元管理する。
実施中 運用・実施 運用・実施 データ整備、情報提供 B

現状維持

の方向
変更なし

49 1-5-8
バリアフリー

マップの運用

継続

事業
障害福祉課

公共・民間施設のバリアフリーに

関する情報を公募し、現況確認を

行った上、市ウェブサイトで公

開。ふじタウンマップで市民に情

報公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

作成したフォームを使用

し、公共施設のバリアフ

リー情報を収集しおよび

反映した。

B
現状維持

の方向
変更なし

50 1-5-9

食育応援団

マップによる

食育情報の提

供

継続

事業
地域保健課

地元の食材を販売・使用している

店舗や食育体験活動などに取り組

んでいる事業所・団体などを、ふ

じタウンマップで市民などに情報

提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して情報

提供を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

51 1-5-10

富士市自然環

境マップの活

用

継続

事業
環境保全課

環境学習などに利用してもらうた

め、生き物の生息・生育情報の提

供を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
環境教育における基礎資

料としての活用
B

現状維持

の方向
変更なし

52 1-5-11

技能者の育成

に関する情報

の発信

継続

事業
商業労政課

ふじマイスター「匠人」の事業内

容やマイスターの情報をウェブサ

イトで情報発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

キッズジョブなどでマイ

スターものづくり教室を

実施し、LOGOフォーム

を活用し広く参加者の募

集をおこなうほか、ウェ

ブサイトでの情報発信を

行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

53 1-5-12

都市計画情報

マップによる

都市計画に関

する情報の提

供

継続

事業
都市計画課

ふじタウンマップにより様々な都

市計画情報を視覚的にわかりやす

いマップ形式で、また、庁内の担

当課窓口にて情報を閲覧及び有償

で印刷できるサービスを提供す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・都市計画の決定・変更

に伴い、データを正確か

つ速やかに更新した。

・都市計画基本図につい

て、市域北西部の更新を

行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

54 1-5-13

屋外広告物規

制地域情報の

提供

継続

事業

建築土地対

策課

屋外広告物の規制地域図をふじタ

ウンマップ上で公開し、屋外広告

物の規制地域を市民・事業者にわ

かりやすく表示する。

実施中 運用・実施 運用・実施
掲載内容の変更や修正は

なかった。
B

現状維持

の方向
変更なし
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55 1-5-14

認定路線マッ

プによる認定

路線情報の提

供

継続

事業
建設総務課

認定路線に関する情報をインター

ネット上で公開し、認定路線の位

置及び幅員などの道路情報を視覚

的に分かりやすく表示するととも

に、道路台帳図として印刷できる

サービスを提供する。ふじタウン

マップで市民に情報公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

市民や事業者の利便性

と、情報の正確性を高め

るために、道路事業等に

よる認定路線の更新情報

について、速やかに掲載

内容に反映した。

B
現状維持

の方向
変更なし

56 1-5-15

ふじタウン

マップによる

街区基準点情

報の提供

継続

事業
建設総務課

国が設置して市に移管された、街

区基準点の情報をウェブサイトで

公開して、情報を視覚的にわかり

やすく表示するとともに、印刷が

できるサービスを市民や事業者に

提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施 街区基準点の情報公開 A
現状維持

の方向
変更なし

57 1-5-17

富士市立博物

館収蔵品デー

タの情報公開

継続

事業

文化財課

（博物館）

富士市立博物館収蔵品に関する情

報をデータベースにて一括管理

し、インターネット上で一部を市

民に情報公開している。

実施中 運用・実施 運用・実施

前年度までに整理が完了

した未入力データを追記

し更新する。

B
現状維持

の方向
変更なし

58 1-5-18

図書館の資料

検索・予約シ

ステムの運用

継続

事業
中央図書館

オンラインによる資料検索・予約

システムを運用し、貴重資料のデ

ジタルアーカイブ化を進める。ま

た、電子書籍やオーディオブック

等の電子資料の閲覧システムを導

入し、市民がいつでも容易に図書

館資料を利用できるサービスを提

供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

資料検索・予約のオンラ

インシステムの運用。デ

ジタルアーカイブ化資料

の作成・公開。電子書籍

貸出サービスの運用、

オーディオブックの導入

と運用。資料購入

C
現状維持

の方向
変更なし

59 1-5-19
会議録検索シ

ステムの運用

継続

事業
議会事務局

本会議、常任委員会、特別委員会

の会議録の閲覧、検索システムを

運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

本会議、常任委員会、特

別委員会の会議録の閲

覧、検索システムを適切

に運用した

C
現状維持

の方向
変更なし

60 1-5-20

本会議生中

継・録画配信

の運用

継続

事業
議会事務局

本会議の生中継・録画配信を行

う。
実施中 運用・実施 運用・実施

本会議の生中継・録画配

信をスマートフォン等、

様々なデバイスから閲覧

できるように適切に実施

した。また、委員会等も

ユーチューブによる生中

継・生配信を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

61 1-5-21
税額試算シス

テムの運用

継続

事業
市民税課

市民が、パソコンやスマホを使っ

て自宅から住民税の税額試算、ふ

るさと納税限度額の確認ができる

税額試算システムを導入する。

また、このシステムを利用するこ

とで自宅のプリンターから住民税

申告書を印刷し、申告時にそのま

ま提出することができる体制を整

える。

実施中 運用・実施 運用・実施

申告会場における税額試

算システムの案内チラシ

の配布やふるさと納税に

係る問合せの際の同シス

テムの案内等により周知

を図り、令和7年中の

ページビュー数は29,326

件となった。

C
現状維持

の方向
変更なし
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62 2-1-1
GIGAスクール

構想の推進

重点

事業
〇 学校教育課

小中学校における高速大容量の

ネットワーク環境の構築及び児童

生徒一人一台端末の整備をする。

実施中 運用・実施 運用・実施

・GIGAタブレットを１

０月に更新（購入）し

た。端末を更新するだけ

でなく、より効果的に

GIGAタブレット等を活

用し、子どもたちの深い

学びにつなげることがで

きるように研修を充実さ

せた。

B
現状維持

の方向
変更なし

63 2-1-2

富士市立高等

学校校内LAN

整備事業

重点

事業
〇

富士市立高

等学校

ICT機器を活用した教育を推進す

るという国のGIGAスクール構想に

おける高等学校の整備目標を達成

させるため、学習活動で使用する

教室等に高速・大容量通信に対応

できるLAN環境を整備する。

実施中 運用・実施 運用・実施
整備した機器の運用・保

守を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

64 2-1-3

富士市立高等

学校ICT教育推

進事業

重点

事業
〇

富士市立高

等学校

ICT機器を活用した教育活動を推

進するため、ICT機器を計画的に

整備し維持管理する。令和4年度か

ら始まる新学習指導要領に合わ

せ、更新時期を迎える特別教室に

配置している機器や教員用機器を

更新する。

実施中 運用・実施 運用・実施

校務用パソコンシステム

のリース及び保守、情報

処理室等授業用ICTシス

テムのリース及び保守

A
現状維持

の方向
変更なし

65 2-1-4

富士市立高等

学校遠隔・オ

ンライン教育

推進事業

重点

事業
〇

富士市立高

等学校

国のGIGAスクール構想に基づき、

全生徒に１人１台端末を整備し、

校内における教育活動はもとよ

り、家庭学習においてもICT機器

を活用できるよう環境整備を進め

る。また、感染症等により学校が

休業となった場合、全生徒が同じ

環境で学習活動ができるよう貸出

用端末などを整備する。このほ

か、国内の遠隔地や海外とオンラ

インでつながる教育活動を展開す

るため、オンライン教育に必要な

ハードやソフトを整備する。

実施中 運用・実施 運用・実施

校内組織の情報図書課が

主体となり、定期テスト

時を利用して操作研修等

を実施した。

AI活用教材の導入により

AIに関する理解が深まる

とともに、探究学習や一

部の教科学習では生徒の

活用が見られた。

A
現状維持

の方向
変更なし

66 2-1-5

看護学生への

デジタル技術

を活用した学

習支援

継続

事業
〇

看護専門学

校

デジタル技術を活用した高度な教

育が提供できる環境を整備する。
実施中 運用・実施 運用・実施

C-ラーニング、ナーシン

グチャンネル、電子黒板

や教育用電子カルテの導

入・等ICTを活用した学

修支援

B
現状維持

の方向
変更なし

67 2-1-6

GIGAスクール

構想の推進

（環境整備）

継続

事業
〇 学校教育課

小中学校での授業や家庭学習等に

おいて、一人一台端末を活用した

学習を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・更新したGIGAタブ

レットを、学習に有効に

活用できるような環境整

備、運用を行った。

・ネットワーク機器の更

新に向けての準備を行っ

た。

A
現状維持

の方向
変更なし
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68 2-2-1

災害時におけ

るドローン活

用

推進

事業
〇

防災危機管

理課

災害発生時にドローンの映像を災

害対策本部においてリアルタイム

に視聴できるシステムを導入す

る。また、ドローンで撮影した画

像を、同システムで地図上に重ね

合わせ、住家被害認定調査資料を

作成するなど、災害時におけるド

ローンの活用を推進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

土砂災害避難訓練等で本

システムを活用し、その

効果を検証することがで

きた。

C
現状維持

の方向
変更なし

69 2-2-2

シティプロ

モーションの

推進

重点

事業
〇

シティプロ

モーション

課

富士市ブランドメッセージ「いた

だきへの、はじまり 富士市」専

用ウェブサイトの充実を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ブランドプロジェクト専

用ウェブサイトを運用す

るとともに、市ウェブサ

イトとの整合性を検討

し、一元化を行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

70 2-2-4

中小企業向け

DX・テレワー

ク推進事業

重点

事業
〇 産業支援課

本市はテレワーク推進都市の実現

を目標に掲げ、市内企業に対しテ

レワークの導入を推し進める。ま

た、テレワークの導入推進のため

には、DX化も同時に進める必要が

ある。

そのため、市内企業のテレワーク

導入及びDX化を進めるための施策

を展開していく。

実施中 運用・実施 運用・実施

総務省のテレワークワン

ストップ事業を活用し

て、企業向けのテレワー

クに関するセミナーを1

回実施した。また、テレ

ワークやDXに関する支

援をコニカミノルタ静岡

とともに実施した。さら

にフリーアドレス化支援

補助金を実施した。

A
拡大・拡

充の方向
変更なし

71 2-2-6

IT導入支援事

業者等立地促

進事業補助金

重点

事業
〇 産業政策課

市内への中小等のIT導入支援事業

者（国事業における登録を要する

ITベンダー）の立地を促進する補

助制度を創設する。

実施中 運用・実施 運用・実施

市内に立地したＩＴ導入

支援事業者に対して補助

金を交付した

B
現状維持

の方向
変更なし

72 2-2-8

新富士駅コ

ワーキングス

ペース・シェ

アオフィス整

備

重点

事業
〇 産業支援課

新富士駅（ASTY新富士）に個室や

会議室を備えたコワーキングス

ペース・シェアオフィスを整備

し、運営は民間事業者に委託す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ウェブサイトの直営化。

運営者への補助の実施。

体験ツアー参加者への補

助を実施。

A
現状維持

の方向
変更なし

73 2-2-9

産業支援セン

ターの有効活

用

重点

事業
産業支援課

地域産業支援センターの支援内容

や相談予約、企業支援情報など、

市内事業者が情報を得やすい環境

を整えるため、ウェブサイトを構

築する。

実施中 運用・実施 運用・実施

生成ＡＩに関心が高まる

中、ＡＩ・ＤＸに関する

セミナーを開催したほ

か、社内のＤＸ化を推進

するため「富士市中小製

造業・業務ミエル化補助

金」を創設し、2社が活

用した。人材不足が顕在

化する中、ＤＸ化推進に

寄与することができた。

B
現状維持

の方向
変更なし
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74 2-2-10
消防活動用ド

ローンの導入

継続

事業
〇 警防課

ドローンは、機体性能の向上によ

り消防防災分野においても全国的

に導入が進み、令和３年７月の熱

海市土砂災害においても、その効

果が確認された。令和３年４月１

日現在、全国724消防本部中263消

防本部（36.3%）に消防活動用ド

ローンが配備されている。

消防本部は、令和４年度から赤外

線画像等による高い情報収取能力

を備えた消防活動用ドローンを導

入し、防災危機管理課の遠隔情報

共有システムと連携させること

で、災害時に運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・二等操縦士国家資格３

人取得

・定期訓練及び特別訓練

の実施

・実災害５件対応

A
現状維持

の方向
変更なし

75 2-2-11 SDGs推進事業
推進

事業
企画課

SDGs未来都市の取組として、プ

ラットフォームを発足させるにあ

たり、ポータルサイトを作成す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・プラグイン

「CustomFieldSuite」

の更新終了に伴うセキュ

リティリスクから、全体

を見直し

「AdvicedCustomField

」に変更した。これに併

せ、推進企業情報更新作

業の自動化等も取り入れ

た。

・新規情報の掲載

B
現状維持

の方向
変更なし

76 2-2-12
公衆無線LAN

環境の検討

推進

事業
〇

デジタル戦

略課

公共施設などの公衆無線LAN環境

について研究する。
実施中

調査・基礎

研究

調査・基礎

研究

ベンダーからの情報や、

他自治体等の取組状況に

ついて情報収集を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

77 2-2-14

まちづくりセ

ンターのデジ

タル通信環境

整備

推進

事業
〇

まちづくり

課

貸与端末として、まちづくりセン

ターにおける無線を利用したイン

ターネット環境の提供のため、モ

バイルルーターの整備のほか、ま

ちづくりセンター利用者がオンラ

イン会議や情報発信を可能とする

ため、タブレットの整備を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

地区の会議や自主グルー

プの活動等で、タブレッ

ト端末やルーターを活用

した。

各地区まちづくり協議会

が、タブレット端末や

ルーター等を用いてSNS

を開設し情報発信を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

78 2-2-15

認知症高齢者

保護情報共有

システムの運

用

推進

事業
〇

高齢者支援

課

事前登録した情報を照会できる個

別番号及び二次元バーコードを記

載したシールを徘徊高齢者等に配

布し、身に付けてもらうことによ

り、行方不明となった際に二次元

バーコードを読み取った発見者と

の間でインターネット接続環境下

において通信し、徘徊高齢者等の

早期の保護に努める。

実施中 運用・実施 運用・実施

警察担当者への説明・協

力依頼、また地域包括支

援センターとも連携し

た。認知症サポーター養

成講座等で周知した。

A
現状維持

の方向
変更なし



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上期 下期

所管部署№
事業

番号
事業名

事業

分類

DX

事業

今後の方

向性

今後の

事業分類
事業概要

実施

状況

中止・

未実施

の理由

スケジュール

実績R7 R7取組内容
評価

結果

79 2-2-16
ICTを活用した

特定保健指導

推進

事業
国保年金課

特定保健指導では、毎年繰り返し

対象となる方や電話連絡のつかな

い方が年々増加していることに加

え、コロナ禍により対面指導の実

施が難しい状況であることから、

ICTを活用したオンラインによる

対面指導を行い、対象者が保健指

導を利用しやすい環境を整備す

る。令和３年11月、静岡県の「保

健指導遠隔実施市町モデル事業」

に応募した。令和４年度は、前年

度に引き続き、効果検証等を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

直営にてLINEを活用し

た保健指導を実施してい

る。

A
現状維持

の方向
変更なし

80 2-2-17

高齢者の保健

事業と介護予

防等の一体的

な実施

推進

事業
国保年金課

高齢者を対象に、KDB（国保デー

タベース）システム等から、健康

課題を把握・分析し、支援する対

象者を抽出し、関係団体との協力

のもと、高齢者に対する個別的支

援（ハイリスクアプローチ）や、

通いの場等への積極的な関与（ポ

ピュレーションアプローチ）双方

を行い、保健指導や健康相談等を

通じ、高齢者を医療サービスにつ

なげる。

実施中 運用・実施 運用・実施

庁内会議の実施等、前年

度と同様の内容を実施

し、今年度は県の伴走支

援を受けながら、データ

等をもとにロジックモデ

ルの作成に取り組んだ。

また、令和８年度からの

新規事業の開始に向けて

準備を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

81 2-2-19

文化会館会議

室の公衆無線

LAN環境の整

備

継続

事業
〇

文化スポー

ツ課

富士市文化会館の会議室（１～４

及び特別会議室）の利用者にモバ

イルルーターの貸出を行う。令和

６年度以降は、令和３年度から令

和５年度までの運用実績や通信技

術の発展等を踏まえ、対応を検討

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用・実施、会議室以外

の施設等も含めた通信体

制整備の検討

A
現状維持

の方向
変更なし

82 2-2-20
ふじ健康ポイ

ント事業

継続

事業
〇 健康政策課

スマートフォンアプリ上で、歩数

の記録や獲得したポイントの集

計、抽選による報奨の配達処理ま

でを自動で行う。また、健康に関

する様々なコンテンツを利用者に

対して提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

広報ふじや市公式SNS、

地方新聞、チラシ配布

等、様々な媒体を通じて

ＰＲを実施した。また、

地区イベント等でのPR

を行った。その他、東京

都西東京市、青梅市と、

三市合同のバーチャル

ウォークラリーイベント

を年3回（6月・10月・2

月）開催の寄与もあっ

た。

A
現状維持

の方向
変更なし

83 2-2-22

バーチャルラ

イド用コース

の活用

重点

事業
〇 交流観光課

日本一の富士山へ上る登山ルート

3776のルートを模した、バーチャ

ルサイクリングコースを作成し、

全国のサイクリストへ発信する。

同様に、富士市の景色を一望でき

るキウイマラソンのコースも同様

にバーチャルライドコースとして

作成する。

実施中 運用・実施 運用・実施

作成したコースを公開

し、いつでも利用できる

状態にしている。

サイクルステーション利

用者にバーチャルライド

のＰＲを行っている。

B
現状維持

の方向
変更なし
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84 2-2-23
最先端医療機

器の導入

継続

事業
〇 病院総務課

高度急性期医療を担う地域の基幹

病院として、市民に最先端医療の

提供をするため、計画的にAI・遠

隔ロボット等の最先端医療機器の

導入を行う。

実施中
要件調査・

導入検討

要件調査・

導入検討

内視鏡画像診断支援ソフ

トウェア（内視鏡検査中

にAIが病変候補を検出し

警告することで、大腸病

変の発見を補助）の導入

を検討した。

B
拡大・拡

充の方向

継続事業

⇒推進事

業

85 2-2-24

ふるさと納税

制度による寄

附額の拡大

重点

事業
〇 産業政策課

ビックデータを活用した情報分析

とそれに基づいたデジタルマーケ

ティングを実施し、本市ふるさと

納税の寄附額増加を図るため、専

門的な知識や豊富な実践経験等の

ある民間事業者から企画提案を受

け、業務を委託するものである。

合わせて、富士市に地縁が出来た

人がその場で寄附が出来る手段と

して、ふるさと納税自販機を引き

続き運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・各ポータルサイトの

キャンペーンや制度改正

時の駆込需要に合わせた

検索連動型広告の実施。

・本市のふるさと納税返

礼品を紹介するメルマガ

の配信。

・富士川楽座にて自販機

のPRを実施。

A
現状維持

の方向
変更なし

86 2-2-26

デジタルツー

ルを活用した

CNFオープン

イノベーショ

ン促進事業

重点

事業
〇 産業政策課

市内企業のデジタルオープンイノ

ベーション拠点を活用したCNFの

用途開発の加速化、オープンイノ

ベーション手法の導入・有効活用

実施中 運用・実施 運用・実施

・デジタルオープンイノ

ベーション拠点の活用に

関するコンサルティング

支援

・共創パートナーを見つ

けるためのピッチイベン

トの開催及び効果的な自

社技術・製品等のPR広

報

・共創、協業相手の探索

やマッチング

B
現状維持

の方向
変更なし

87 2-2-27

デジタル社会

における女性

の社会進出支

援

重点

事業
〇

市民活躍・

男女共同参

画課

女性を対象に、デジタルスキルを

習得する機会を提供する。
実施中 導入準備 運用・実施

女性を対象にデジタルス

キルを習得する講座を実

施し、就業の獲得や所得

の向上を図った。

A
現状維持

の方向
変更なし

88 2-2-28

CNF関連イベ

ント等におけ

るデジタル技

術活用事業

重点

事業
産業政策課

静岡県は、県内のCNFに関する拠

点を富士市に位置付けており、県

と連携し「ふじのくにセルロース

循環経済展示会」等のCNF関連イ

ベントを開催している。これらの

イベントに対し、ビジネスにつな

がる効果的なターゲットの集客・

誘客を図るため、ＣＮＦ等の関連

イベントや首都圏等における大規

模展示会来場者を対象に、スマー

トフォン位置情報等を活用した

マーケティングツールを活用す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・首都圏等におけるイベ

ント来場者やCNFの活用

が想定される企業(従業

員)等に対するスマート

フォンの位置情報や検索

履歴をもとに、ターゲッ

トを絞った広告を発信し

た。

A
現状維持

の方向
変更なし

89 2-2-31

中心市街地の

キャッシュレ

ス化推進

重点

事業
〇 商業労政課

中心市街地として定めた富士駅周

辺地区及び吉原地区の2地区のＴＭ

Ｏと連携し、キャッシュレス決済

の普及率の推進を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

富士市くらし応援デジタ

ル商品券事業を実施し、

キャッシュレス決済導入

における意識啓発を図っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし
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90 2-2-32
企業立地促進

事業

推進

事業
産業政策課

ネットを利用し、企業が必要とす

る用地面積や希望価格、条件など

を収集するとともに、市が関与す

る工業用地について、視察に近い

動画データを作成する。

実施中 運用・実施 運用・実施

企業などからの問い合わ

せについて、メールでや

り取りするとともに、

ウェブ会議を通じて物件

情報などを紹介した。

B
現状維持

の方向
変更なし

91 2-2-34
キャリア教育

事業

推進

事業
商業労政課

対象者は、富士市内の小中高等学

校の児童、生徒及び市内企業の経

営者、従業員

①キャリア教育授業のコーディ

ネート支援

・学校からの要請を受け、総合学

習等の時間を活用したキャリア教

育の授業のコーディネートを支援

する。

②市内企業のキャリア教育対応力

向上を図る支援

・組織内の階層別に勉強会、セミ

ナーを行う。

〔若年従業員向けセミナー・従業

員向けキャリア教育勉強会・経営

者向けセミナーなど〕

実施中 運用・実施 運用・実施

小、中、高等学校からの

要請を受け、キャリア教

育の授業のコーディネー

トを支援を3社で行って

いる。また、若年従業員

向けセミナー、経営者向

けセミナーなども実施し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

92 2-2-35

子連れコワー

キングモデル

推進事業

推進

事業

こども未来

課

複合型子育て拠点「みらいてら

す」では、親が子どもを見ながら

仕事や作業等ができる「子連れコ

ワーキングスペース」を設置して

おり、施設の利用促進及び多様な

働き方実践支援等を行うことによ

り、「子育てと仕事を両立しなが

ら、適度に働きたい」というニー

ズに対応した、新しいコンセプト

を提案し、発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

施設運営管理支援、施設

利用促進・賑わい創出、

施設を拠点とした子連れ

コワーク推進

A
現状維持

の方向
変更なし

93 2-2-36

まちづくり活

動におけるデ

ジタル化の促

進

重点

事業
〇

まちづくり

課

リモート会議やＳＮＳ、地域コ

ミュニティ向け情報共有アプリ等

の利用など、まちづくり活動のデ

ジタル化を行政と地区団体が協働

で促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・広報講座の開催

（計3回、参加者19名

延べ参加者58名）

・まちづくり協議会活性

化補助金の交付

・まちづくり活動推進一

括交付金

B

94 2-2-37

富士駅北口駅

前公益施設整

備事業

推進

事業

市街地整備

課

富士駅北口に新たに整備する公益

施設に、公共交通情報やまちの情

報を発信するデジタルサイネージ

を設置するとともに、テレワーク

に対応したワークスペースや次世

代のデジタル人材等を育成する

「ものづくりSTEAMラボ」を整備

する

実施中
要件調査・

導入検討

要件調査・

導入検討

施設の実施設計が完了

し、スタディ＆ワークス

ペース、ものづくり

STEAMラボ等の詳細配

置決定

C
現状維持

の方向
変更なし

95 2-2-38
まちなか拠点

形成事業

重点

事業
〇

市街地整備

課

ウォーカブルなまちなか空間の形

成に向け、来街者の人流や属性等

のデータを取得するための手法を

検討する

実施中 運用・実施 運用・実施
AIカメラを活用した人流

データ分析を実施した
B

現状維持

の方向
変更なし
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96 2-2-39
移住支援に関

する取組

重点

事業

シティプロ

モーション

課

オンライン会議ツールを活用した

移住相談会や

セミナーを開催する。

テレワークの実施に伴い東京圏か

ら移住する人を対象に移住に伴う

経費の一部を補助する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・先導的テレワーク移住

者支援補助金の運用

・東京圏在住者向けウェ

ブ広告の実施

・オンライン相談会の実

施

C
縮小・縮

減の方向
変更なし

97 2-2-40

富士山登山

ルート3776事

業運営・管理

業務

継続

事業
〇 交流観光課

富士山登山ルート3776の事業につ

いて、民間事業者が運営するスタ

ンプラリーアプリ「ヤマスタ」を

活用し、挑戦者の申込受付やバッ

ジ・達成証等の発送、問い合わせ

対応等、ルート3776事業全般の運

営・管理を委託する。

実施中 運用・実施 運用・実施

スタンプラリー実施期間

（令和７年６月２日～１

１月30日）

参加者数：1,633

訪問数：3,212日

B
現状維持

の方向
変更なし

98 2-2-41

高機能マップ

システムの導

入検討

推進

事業
交流観光課

デジタルマップを用いて、まちの

観光スポットや魅力を発信する高

機能マップシステムの導入を検討

する。

実施中 導入準備 運用・実施

富士山夢の大橋に来訪す

るインバウンドを中心

に、音声ガイド付きデジ

タルマップの実証実験を

行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

99 2-2-42

高齢者向け公

共交通回数券

事業の段階的

デジタル化

重点

事業
〇

市民安全

課、福祉総

務課

 公共交通回数券事業の継続に向

け、公共交通機関の事務作業工数

を削減することを目的として、回

数券のデジタル化を推進する。

ただし、利用者の属性を考慮し、

第１段階では回数券管理のデジタ

ル化と金融機関を中心とした回数

券処理体制の構築により、公共交

通機関の負担減を目指す。

 購入者のアンケート結果などを

踏まえ、紙回数券と併用できるア

プリ開発を行う。アプリ開発後、

小売店、薬局、病院などが利用者

を対象としてポイントを交付する

仕組みの展開を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・回数券事業が実施でき

た。

・購入者向けの移行アン

ケートを実施したが、ア

プリを希望する利用者が

ごく少数（5.4%)のた

め、アプリ開発は先送り

とし、地域通貨研究会の

研究を俟ちたい。

A
現状維持

の方向
変更なし

100 2-2-43
契約方法のデ

ジタル化

重点

事業
〇 契約検査課

電子契約サービスを利用して工事

契約等に電子契約を導入する。

１．対象とする契約

次のうち事業者が電子契約を希望

するもの

・予定価格200万円以上の工事請

負契約

・予定価格100万円以上の建設関

連業務委託契約

※市議会の議決に付すべき一部の

契約を除く。

※電子契約導入後も、事業者が希

望すれば紙による契約締結も可能

とする。

２．運用開始時期

令和7年11月頃を予定

実施中 導入準備 運用・実施

導入準備として規則の改

正、庁内向けの説明、事

業者向けの説明等を実施

後、電子契約を導入し

た。

A
現状維持

の方向

重点事業

⇒継続事

業
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101 2-3-1

オープンデー

タの提供・活

用

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

本市が保有する各種情報を、静岡

県が運営する「ふじのくにオープ

ンデータカタログ」に公開し、二

次利用を促進する。機械判読に適

したデータ形式で、二次利用が可

能な利用ルールで公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

新規公開にかかるデータ

の収集、公開作業を行う

とともに、オープンデー

タについてのイベントに

参加し他自治体や民間企

業と意見交換を行った。

また、BIツール

（Tableau）で作成した

ダッシュボードを公開し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

102 2-3-3

設計書情報提

供システムの

運用

推進

事業
〇 総務課

工事等の金入り設計書について、

これまでの公文書公開制度に基づ

く対応に替え、システムを導入す

ることにより、ウェブサイトを利

用した非接触型の情報提供を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事等の金入り設計

書に係るネットワーク利

用による申請者への迅速

な情報提供

B
現状維持

の方向
変更なし

103 2-3-4
ビッグデータ

の提供・活用

推進

事業
〇

デジタル戦

略課

ビッグデータについて分析手法、

効果などの研究を進める。
実施中 運用・実施 運用・実施

・BIツール（Tableau）

の運用

・データ利活用研究会の

運営

・データ利活用推進員を

対象とした研修の実施

・作成したダッシュボー

ドの公開

B
現状維持

の方向
変更なし

104 2-3-5

建設工事にお

ける情報共有

システムの活

用

継続

事業
〇 建設総務課

建設工事において、受発注者間で

工事書類などの情報を交換・共有

するシステムを活用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事において、受注

業者とシステムを介した

情報共有を行った。

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

105 2-3-6

新たなモビリ

ティサービス

（MaaS・自動

運転など）の

導入検討

重点

事業
〇 都市計画課

快適な移動サービスを提供する

「ＭaaS」や自動運転による交通

サービスなど新たな輸送サービス

の導入に向けた研究・検討を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

AIオンデマンドバス「の

るーとふじ」の運行とＭ

ａａＳアプリ「ジョルダ

ン乗換案内」との連携を

継続して実施するととも

に、「のるーとひまわ

り」の運行を支援した。

自動運転バスの公道実証

運行を実施した。ふじＭ

ａａＳ推進協議会を開催

した。

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

106 2-3-7

バスロケー

ションシステ

ム情報の利便

性の向上

推進

事業
〇 都市計画課

交通事業者と協働で、情報の共通

フォーマット化を図るとともに、

インターネットによりバスの運行

状況等の情報を公開するほか、市

内の主要な交通結節点や公共施設

に表示器を設置する。

実施中 運用・実施 運用・実施

交通事業者によるバスロ

ケーションシステムの運

用、GTFS化の検討

B
現状維持

の方向
変更なし
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107 2-3-9

デジタル技術

を活用した集

約・連携型都

市づくりの推

進

重点

事業
〇 都市計画課

・３Ｄ都市モデルの構築及び可視

化環境の整備

・３Ｄ都市モデルを活用した災害

シミュレーション等の実施

・デジタル都市データを活用した

都市構造の分析

・分析結果（一部）のオープン

データ化

実施中 運用・実施 運用・実施

・土地利用の適正化に向

けた用途地域等再検証ガ

イドライン等の策定

A 変更なし

108 2-3-11
生活習慣モニ

タリング事業

重点

事業
〇 健康政策課

Web等を活用し、食生活調査等の

生活習慣のモニタリングを行い、

健康づくりに役立つヒントを個々

にフィードバックすると共に、収

集したデータを施策に活用する方

法を研究する。

（静岡社会健康医学大学院大学

（R4.5は静岡県の委託事業）が

行っている「健康寿命延伸のため

の市町別生活習慣等のモニタリン

グ」研究の活用）

実施中 運用・実施 運用・実施

オンラインでの打ち合わ

せ、調査の周知・実施、

データ活用のための研修

会受講

B
現状維持

の方向
変更なし

109 2-3-12
次世代技術の

活用研究事業

推進

事業
〇

デジタル戦

略課

第５世代移動通信システム5Gやe

スポーツ、メタバースなど、様々

な分野における次世代技術の活用

可能性を検討する。

実施中
調査・基礎

研究

調査・基礎

研究

事例収集、活用可能性の

検討を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

110 2-3-13

観光施策にお

ける人流デー

タの活用

重点

事業
〇 交流観光課

ソフトバンク株式会社の子会社で

ある株式会社Agoopが提供する

「マチレポ」を活用し、市内の観

光施設やイベントの来訪者分析を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

複数付与されたアカウン

トを庁内で割り振り、登

録したスポットの来訪者

分析を各部署で行ってい

る。取得したデータを活

用し、既存の観光施策の

見直しや、新規施策の立

案、より効果的な広告配

信等を実施する。

A
現状維持

の方向
変更なし

111 2-3-14

生物多様性地

理情報システ

ムの活用

推進

事業
〇 環境保全課

本事業は、これまで紙で収集して

きた「いきもの調査」を、GISシ

ステムを導入することで、市民が

携帯端末から直接市にデータを送

れる環境を用意すると共に、これ

まで市が実施してきた富士市自然

環境マップ整備事業等のデータの

保存、市民・企業・研究機関との

情報共有等を進める。

実施中 導入準備 運用・実施

アプリの導入及び生物多

様性サポーター等による

試験運用

アプリを活用したデータ

分析及びウェブサイト等

での情報発信準備

A
現状維持

の方向
変更なし
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112 2-4-1

デジタル格差

解消のための

産学官民連携

事業

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

富士市ITサポーターという制度を

設け、動画コンテンツ等の再利用

性が高いものを教材として作成

し、一定の研修を修了した学生等

の市民をサポーターと認定する。

認定したサポーターには、スマー

トフォン教室等の講師や補助員を

務めてもらう。また、スマート

フォンに苦手意識のある高齢者等

を対象に、スマートフォン教室や

スマートフォン相談会を実施す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

スマートフォン教室及び

相談会を23地区で延べ

24回開催した。

A
現状維持

の方向
変更なし

113 2-4-2

「やさしい日

本語」支援

ツールの運用

重点

事業
〇

市民活躍・

男女共同参

画課

市ウェブサイトを「やさしい日本

語」に変換するツールを導入する

ことにより、市から発信される情

報を素早く的確に外国人市民へも

伝えることができるようにする。

完了 運用・実施 中止

「やさしい日本語」変換

ツールを活用し、市の

ウェブサイトの情報を、

母語が異なる多くの外国

人市民に伝えることがで

きるよう進めた。

A

終了（継

続しな

い）

変更なし

114 2-4-3

QRコード活用

外国人向け通

知閲覧サイト

の開設

重点

事業
〇

市民活躍・

男女共同参

画課

市民宛に発送される通知に記載さ

れたQRコードからアクセスができ

る、通知内容を多言語で確認でき

る専用のウェブサイトを開設す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

多言語通知照会ウェブサ

イトにより、外国人市民

が、市から発送される通

知に記載されたQRコー

ドを利用し、専用ウェブ

サイトから、多言語化さ

れた通知の内容を確認で

きるよう運用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

115 2-4-4

メール配信

サービスの多

言語化

推進

事業
〇

シティプロ

モーション

課

メール配信サービスを多言語化

し、外国人市民の情報格差の解消

を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

多言語化対応可能なメー

ルサービスについては、

各メール配信の所属担当

者がメール配信を行う

際、多言語化の対応をし

ている（11種類のうち、

8つ対応）。

C
現状維持

の方向
変更なし

116 2-5-1

富士市災害情

報共有システ

ムの構築

継続

事業

防災危機管

理課

平成25年の災害対策基本法の改正

に伴い、災害時には市の判断で被

災者台帳を作成することが規定さ

れ、災害情報共有システムを構築

した。

令和４年度以降は、これまでに構

築したシステムについて、関係法

令の改正等に基づくシステムの更

新や運用管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
導入したシステムの運

用、更新
B

現状維持

の方向
変更なし

117 2-5-2

市ウェブサイ

トのアクセシ

ビリティの確

保

継続

事業

シティプロ

モーション

課

障害者や高齢者などにも使いやす

い、便利で役立つサイトであるよ

う運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

各部署で作成したページ

のアクセシビリティにつ

いて、確認・修正を行う

とともに、庁内ルールが

徹底できるよう、CMS

研修を開催した。

B
現状維持

の方向
変更なし
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118 2-5-3
電子入札シス

テムの活用

継続

事業
契約検査課

建設工事（設計金額130万円以

上）及び建設関連業務委託（設計

金額50万円以上）について、電子

入札により執行する。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事（設計金額２０

０万円以上）及び建設関

連業務委託（設計金額１

００万円以上）につい

て、電子入札による執行

を継続した。

A
現状維持

の方向
変更なし

119 2-5-4

認知症徘徊高

齢者探索シス

テムの運用

継続

事業

高齢者支援

課

行方不明になるおそれがある認知

症高齢者を介護している家族に、

位置情報検索端末（GPS）を貸与

し、認知症による行方不明高齢者

の早期発見、事故防止を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ふじパワフル85計画Ⅶ

（Ｒ6～8）において、認

知症施策の一つに位置付

け、事業の継続。

A
現状維持

の方向
変更なし

120 2-5-5

地域包括支援

センター支援

システムの運

用

継続

事業

高齢者支援

課

地域包括支援センターと市をネッ

トワーク化し、センター間及び市

福祉保健部門との情報連携を図る

ことにより、地域の高齢者が介護

保険など公的サービスのみなら

ず、インフォーマルなサービスを

含む多様な社会資源を適時適切に

活用できるように支援する。

実施中 運用・実施 運用・実施 現行システムの運用継続 C
現状維持

の方向
変更なし

121 2-5-6

TMO・商工団

体・中小商業

者等との情報

交流の支援

継続

事業
商業労政課

各団体や組織でそれぞれウェブサ

イトを所有し、情報発信は行って

いることから、行政が統一的な情

報ネットワークを構築することに

ついては、必要はないと思われ

る。ただし、各団体との情報共有

を図ることや、情報発信の効率化

を高めることは必要であり、ま

た、行政の支援策の周知について

も、ウェブ上で積極的に行う必要

がある。

実施中 運用・実施 運用・実施

「富士市まちなかにぎわ

い情報局」により、関係

団体の事業の情報を発信

した。

B
現状維持

の方向
変更なし

122 2-5-7

労働・雇用情

報の積極的な

発信及びICTを

活用した相談

業務

継続

事業
商業労政課

ハローワーク富士の求人情報、内

職の求人情報、勤労者向けの各種

利子補給制度、最低賃金改正のお

知らせ、ほか労働・雇用に関する

情報を市ウェブサイトへ掲載す

る。またSNSをイベントや制度の

周知に活用する。ICTを活用した

相談業務を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

昨年度に引き続き、ハ

ローワーク富士の求人情

報、内職の求人情報、勤

労者向けの各種利子補給

制度、最低賃金改正のお

知らせ、ほか労働・雇用

に関する情報を市ウェブ

サイトへ掲載した。また

SNSをイベントや制度の

周知に活用した。ICTを

活用した相談業務を実施

した。

B
現状維持

の方向
変更なし
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123 2-5-8
産業交流展示

場の有効活用

継続

事業
商業労政課

富士市産業交流展示場ふじさん

めっせは、平成20年から本市の産

業交流を目的とし、市委託事業及

び自主事業の実施、指定管理者に

よる施設の管理運営などが行われ

ている。引き続き、携帯メールマ

ガジンやツイッターなどの新たな

コミュニケーション・サービスを

導入するなど、ICTを活用した情

報発信について検討していく。

実施中 運用・実施 運用・実施

市のウェブサイトやＳＮ

Ｓにより情報発信を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

124 2-5-9
観光プロモー

ションの推進

継続

事業
交流観光課

観光看板や各種パンフレットなど

に富士山観光交流ビューロー等の

ウェブサイトのQRコードを積極的

に掲載し、観光客が手軽に観光情

報を得られるための環境を整備す

る。また、国内外の旅行者に対す

るICTを活用した効果的な情報発

信や継続的なコンテンツの更新に

努める。

実施中 運用・実施 運用・実施

logoフォームを活用した

パンフレット請求や提出

書類の受付を継続して実

施。英語版の申請フォー

ムも整備。富士市ウェブ

サイトや各事業の関連サ

イトのQRコードをパン

フレットやリーフレット

に掲載。デジタルパンフ

レットをウェブサイトに

掲載・活用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

125 2-5-10
土地利用情報

の提供

継続

事業
都市計画課

ふじタウンマップ及び庁内の担当

課窓口において、低・未利用地の

現況統計情報をマップ形式で提供

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ウエブサイトにおいて、

低・未利用地情報を公開

した。

B
現状維持

の方向
変更なし

126 2-5-11

土地区画整理

事業完了地区

の座標値発行

業務

継続

事業

市街地整備

課

国土調査法19条５項の指定を受け

た土地区画整理事業完了地区の測

量成果（座標値）の電子化を図

り、地籍管理システム（地籍

フォーマット2000）で閲覧希望者

に必要な箇所の座標データを発行

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

地籍フォーマットを使用

して対応した件数

→52件

B
現状維持

の方向
変更なし

127 2-5-12
河川監視シス

テムの運用

継続

事業
河川課

主要水門などの運転状態及び上流

水位・下流水位など、計測情報

データをテレメータ化、並びにラ

イブカメラを設置することによ

り、市庁舎の水門中央操作盤にて

水門・ポンプ場・調整池の遠方制

御を行い河川の状況を遠方監視す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施 継続運用を行った。 B
現状維持

の方向
変更なし

128 2-5-13

消防通信指令

システムの運

用

継続

事業
情報指令課

119番の受信から地図検索、車両

の編成、出動指令のほか、指令情

報及び支援情報の情報管理を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＡＶＭリース、消防通信

指令施設保守、設備更新

調達支援業務委託、電話

通訳業務委託

A
現状維持

の方向
変更なし
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129 2-5-14

学校等防犯関

連システムの

運用

継続

事業
教育総務課

不審者などの危険情報連絡や気象

警報発令時の自宅待機連絡などの

学校からの緊急連絡に対応するた

め、子ども安全連絡網を整備す

る。保護者（受信者）が携帯メー

ル・FAX・電話のいずれかを予め

登録しておき、学校からの連絡を

受信するシステムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

学校からの緊急連絡を保

護者へ迅速かつ正確に届

けることができている。

B
現状維持

の方向
変更なし

130 2-5-16
学校図書館シ

ステムの運用

継続

事業
学校教育課

小中学校の学校図書の貸出・返却

業務、蔵書管理、学校間のシステ

ムによる連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

・図書の貸出・返却業務

・蔵書管理

・学校間のシステム連携

B
現状維持

の方向
変更なし

131 2-5-17
ICT支援員の配

置

継続

事業
学校教育課

市内小中学校に、情報教育指導を

支援する支援員を配置する。
実施中 運用・実施 運用・実施

・各学校を巡回し、教職

員や児童生徒に対してＩ

ＣＴ機器の操作支援や授

業支援を実施するととも

に、新たに導入したソフ

トの研修やマニュアル作

成、情報モラルに関する

指導を行った。

C
現状維持

の方向
変更なし

132 2-5-18

中央図書館公

衆無線LAN運

用

継続

事業
中央図書館

平成30年２月に導入した公衆無線

LANの運用を行い、利用件数の推

移を定期的に確認する。また、図

書館での無線LAN環境のあり方に

ついて検討する。

完了 運用・実施 運用・実施

図書館利用者に広く無線

LANを開放し、利用状況

を把握した。

B

終了（継

続しな

い）

変更なし

133 3-1-1

AI、IoTの行政

サービスへの

活用

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

様々なモノとインターネットをつ

なぐ（IoT）仕組みや人工知能

（AI）などの最新のデジタル技術

や運用事例等を研究し、本市の業

務運用に活用できるよう調査研究

を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

AI-OCRを導入し、職員

に対し操作研修を実施

し、利用拡大に努めた。

B
現状維持

の方向
変更なし

134 3-1-2

デジタルマー

ケティング推

進事業

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

情報を届けたい対象に、最適なタ

イミング、頻度、手法で届けられ

るよう、動画共有サイトやSNSで

のウェブ広告配信を活用し、マー

ケティング手法を使った情報の再

発信、閲覧者の属性データ分析を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

デジタルマーケティング

を各所属と協働で11事業

実施した。職員向けデジ

タルマーケテイング研修

及びデジタルマーケティ

ングマニュアル研修を実

施した。

A 変更なし

135 3-1-3

保育所入所AI

マッチングの

運用

重点

事業
〇

保育幼稚園

課

保護者の就労形態の多様化、保育

施設数の増加などにより、年々複

雑化している保育施設の入所選考

作業に、AIを用いたシステムを導

入し、入所選考に係る時間の削減

と選考結果を迅速に通知するなど

市民サービスの向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

AIマッチングシステムに

より保育所の入所選考を

実施

B
現状維持

の方向
変更なし
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136 3-1-4

森林地におけ

るドローンを

用いた測量技

術の運用

重点

事業
〇 環境総務課

令和２年10月５日に成立した「富

士市富士・愛鷹山麓地域の森林機

能の保全に関する条例」が令和３

年４月１日に施行された。この条

例では森林の伐採面積を正確に把

握し、事業者への指導等を行う必

要があることから、ドローンを用

いた測量システムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施
・システムの運用と体制

維持
B

現状維持

の方向
変更なし

137 3-1-5

埋立地におけ

るドローンを

用いた測量・

解析技術の運

用

重点

事業
〇

建築土地対

策課

市の許可を得ない不適正な盛土が

増加する中、事業主に対して中止

命令及び原状回復命令等の行政処

分を行っているが、その際に詳細

な面積及び土量を算定する必要が

ある。また、許可事業地における

安全点検や監視強化も必要であ

り、対象事業地も今後も増加する

ことが想定されるため、測量業務

の発注では多額の費用が見込まれ

る。これらのことから、短時間で

測量等が行えるドローンを令和３

年に導入し、今後は職員で測量等

を行っていくため、職員のライセ

ンス取得及び測量技術等の習得を

図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ライセンス保持者が盛土

パトロールなどでドロー

ン操縦技術の維持・向上

を図るとともに盛土の

レーザー測量を行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

138 3-1-6 RPAの利活用
継続

事業
〇

情報システ

ム課

RPAツールの保守、プログラムの

作成、保守、作成支援、操作研修

を実施する。必要に応じてライセ

ンスの追加を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

RPAツール保守、プログ

ラムの保守・作成支援、

操作習得支援を実施し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

139 3-1-8

保育士・幼稚

園教諭のため

のオンライン

研修

継続

事業

保育幼稚園

課

保育士・幼稚園教諭のために、い

つでもどこでも視聴することがで

きるオンライン研修講座を取り入

れ、教育保育の質の向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施
空き時間を利用したオン

ライン研修の受講
A

現状維持

の方向
変更なし

140 3-1-9
施工管理シス

テムの研究

重点

事業
〇 建設総務課

建設工事において、ICTを活用し

た施工管理システムの調査及び研

究を行う。

実施中
調査・基礎

研究

調査・基礎

研究

富士市建設産業活性化協

議会の生産性向上ＷＧに

おいて、ＩＣＴ活用工事

を発注者指定型で発注す

ることの議論を重ねて、

来年度は要領を策定し、

再来年度に発注すること

を計画した。

C
現状維持

の方向
変更なし

141 3-1-10

空き家情報管

理システムの

運用

推進

事業
住宅政策課

空き家の管理・相談データと地図

データ等の情報管理を連動し、情

報の一元化を検討します。

実施中
調査・基礎

研究

調査・基礎

研究

現状のシステムにおい

て、業務運用を継続
B

現状維持

の方向
変更なし
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142 3-2-1
テレワークの

運用

重点

事業
〇

人事課、行

政経営課、

情報システ

ム課

テレワーク機器や勤務条件等、テ

レワークを可能とする環境を整備

し、職員の新しいワークスタイル

を導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

モバイル通信機能付きシ

ンクライアントの導入、

テレワークの本格実施、

実施状況の分析・検証、

運用方法等の見直し、テ

レワーク重点実施期間の

設定

A
現状維持

の方向
変更なし

143 3-2-2

ICTを活用した

新しいワーク

スタイルの研

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

最新のデジタル技術や運用事例等

を研究し、本市の業務運用に活用

できるよう調査研究を行う。

実施中
調査・基礎

研究

調査・基礎

研究

展示会等で情報収集を

し、導入可能性について

研究した。

B
現状維持

の方向
変更なし

144 3-2-3

タブレット端

末・ペーパー

レス会議シス

テムを活用し

た議会運営

継続

事業
〇 議会事務局

議員、議会事務局においてタブ

レット端末及びペーパーレス会議

システムを導入し、会議資料の

データ化及びペーパーレス会議の

開催など、議会運営のDXを図る。

議員全員がオンライン研修を受講

できる環境を整えるとともに、オ

ンライン会議の活用についても検

討する。また、議員活動の中で市

民に、端末を活用した分かりやす

い説明を行えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施

タブレットの運用によ

り、会議資料のペーパー

レス化を通年での実施し

た。

オンライン会議実施に向

け、条例改正を行った。

新人議員向けのタブレッ

ト操作研修を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

145 3-2-4
ウェブ会議シ

ステムの活用

継続

事業
〇

情報システ

ム課

ウェブ会議システムを利用する環

境を整備、運用する。
実施中 運用・実施 運用・実施

機材の貸し出し及び会議

運営支援、運用保守、ラ

イセンスの更新を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

146 3-2-5
小中学校の業

務改革

重点

事業
〇 学校教育課

共同学校事務室（富士中分室）を

開設するとともに、学校事務室用

に校務サーバーに接続可能な校務

用パソコンを37台追加で整備し、

運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・共同学校事務室（吉原

小分室）開設

・追加校務パソコンの保

守、運用

B
現状維持

の方向
変更なし

147 3-2-6
庁内ワークプ

レイス改善

推進

事業
〇

行政経営

課、総務

課、人事

課、デジタ

ル戦略課、

資産経営課

職員のワークプレイス改善を推進

するため、活用可能スペースの創

出、オフィスレイアウトの変革等

に向けた取組を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

５階、８階フリーアドレ

スの運用状況の分析、フ

リーアドレスの追加導入

に係る検討、10階フレッ

クススペースの管理運用

B
現状維持

の方向
変更なし

148 3-2-7

電子マニフェ

スト管理シス

テムの導入

重点

事業
〇

廃棄物対策

課、保育幼

稚園課、教

育総務課

廃棄物処理法で定められている産

業廃棄物処理業者へのマニフェス

ト（産業廃棄物管理票）の交付や

当該マニフェストに関する静岡県

への報告を電子マニフェスト管理

システムを活用して実施する。(所

管部署は保育幼稚園課、教育総務

課も含む）

実施中 運用・実施 運用・実施
電子マニフェストが定着

している
A

現状維持

の方向
変更なし

149 3-2-8

会議録作成支

援システムの

活用

推進

事業
〇 行政経営課

AI音声認識を活用した会議録作成

支援システムを導入し、業務の効

率化を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・会議録作成支援システ

ムの機器（３ライセン

ス）の管理、貸出

・利用課への使い方に関

する支援

B
現状維持

の方向
変更なし

150 3-2-9

生命保険調査

デジタル化事

業

推進

事業
〇 収納課

生命保険調査の利便性向上のた

め、行政機関から生命保険会社へ

の照会内容を電子データ化し、

ファイル転送サービスを介して照

会・回答データの送受信を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

導入・運用を開始し、生

命保険契約内容調査を進

め、早期に滞納処分の執

行を行い、収納率向上に

繋げる。

B
現状維持

の方向
変更なし
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151 3-2-10
救急資機材管

理の効率化

継続

事業
〇 消防総務課

 システム上で救急資器材の在庫

管理、調達・購入、使用・補充の

一元管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムによる定数管

理、発注ににより適正量

の在庫管理が可能となっ

た。

A
現状維持

の方向
変更なし

152 3-3-1
情報化推進体

制の強化

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

・富士市情報化推進本部設置規程

に基づき、本市の情報化を総合的

に推進する組織を運営する。

・富士市情報政策アドバイザー設

置要綱に基づき高度な専門的知

識、経験や優れた識見を有する民

間人材を登用し、情報化に関する

政策的又は専門的な事項について

助言を受ける。

・情報化の取組を戦略的、包括的

に推進するための組織の設置や組

織が有する機能・権限等を検討す

る。

・自治体DX推進計画において国か

ら外部人材の積極的な任用等が求

められていることから検討を進め

る。

・デジタル化に関する研修の実施

を通して、職員の意識改革やスキ

ルの底上げを図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

情報化推進本部会議を4

回、幹事会・ワーキング

を2回開催した。また、

情報政策アドバイザー3

名委嘱中であり、 アド

バイザー会議5回開催し

た。

A
現状維持

の方向
変更なし

153 3-3-2

アナログ規制

の点検・見直

し

重点

事業
〇

デジタル戦

略課

本市におけるデジタル技術の活用

を推進し、市民一人ひとりがデジ

タル社会の実現による恩恵を実感

できるよう、デジタル技術の活用

の妨げとなっているアナログ的な

手法（書面・対面等）を前提とし

た規制を点検し、デジタル技術の

活用を妨げることがないよう規定

を見直すとともに、適宜、所管課

において例規改正、予算措置を行

うよう取組を推進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・委託事業者による洗い

出し作業が完了し、成果

物についての説明を受け

た。

・要領等の規定について

も各所属で洗い出しを実

施した。

・洗い出した事務につい

て、各所属において見直

し方針の検討を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

154 3-4-1

自治体情報シ

ステム標準

化・共通化の

推進

重点

事業
〇

情報システ

ム課

国が令和２年12月に策定した「自

治体デジタル・トランスフォー

メーション(DX)推進計画」におい

て、「自治体の情報システムの標

準化・共通化」が重点取組事項と

して位置づけられ、目標時期であ

る令和７年度までの移行に向け計

画的な取組が求められている。

本市は、総務省の標準化検討委員

会構成員となっており、様式・帳

票の標準化等について、自治体、

事業者及び国が協力して具体的な

検討を行っている。

地方公共団体情報システムの標準

化に関する法律の令和３年９月施

行を受け、今後、順次取りまとめ

られる標準仕様書及び手順書に基

づき移行作業に取り組む。

移行費は共同電算化事業で予算化

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

令和８年１月の標準化移

行予定時期に間に合うシ

ステムについて、ガバメ

ントクラウド環境構築や

詳細設計・外部設計等を

実施した。その後、移行

リハーサル、ユーザーテ

スト等の工程を予定どお

り実施し、移行作業を実

施した。福祉システムは

作業工程に遅れが生じた

が工程短縮により遅れを

挽回し、当初予定から１

週間遅れの1/10-12の３

連休で移行が完了した。

B
現状維持

の方向
変更なし
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155 3-4-2
共同電算化の

推進

重点

事業
〇

情報システ

ム課

オープン系システムなどの導入に

より、情報システムの最適化に取

り組む。その手法として富士宮市

との共同電算化を推進する。ま

た、標準化への対応を含め、次期

システムへの移行を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

・計画どおり移行できる

システムの構築、運用開

始。

・移行延期となったシス

テムの移行計画検討。

A
現状維持

の方向
変更なし

156 3-4-3
共同電算シス

テムの運用

推進

事業

情報システ

ム課

市民サービス、行政事務、安全・

安心のレベルアップを目指し、富

士宮市と共同で導入した基幹系及

び内部情報系情報システムの管理

運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

富士市・富士宮市共同電

算化事業実施計画に基づ

きシステムを運用した。

新しいシステムの運用

ルールに基づきシステム

を運用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

157 3-4-4

学校給食費・

校納金徴収事

業

推進

事業
学務課

学校給食の公会計化に合わせて、

学校給食費及び校納金の徴収・管

理業務をシステムを導入して教育

委員会が集約して行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

学校給食費及び学校徴収

金等の一括徴収管理。名

簿情報、口座情報、徴収

金額や催告情報などの管

理。保護者向け各種通知

書（納入額確定通知、再

振替通知、納入額確定通

知、精算額通知、督促、

催告など）の作成。

B
現状維持

の方向
変更なし

158 3-4-5

標準化過渡期

連携対応及び

現行システム

延⾧運用

重点

事業
〇

情報システ

ム課

 国が示す自治体情報システム標

準化・共通化への対応は、現共同

電算事業の次期事業である第３期

共同電算事業において、令和8年1

月を移行予定時期として取組を進

めることとし、現共同電算事業の

運用期間を令和6年12月から令和7

年12月まで1年延⾧した。

 ところが、令和6年9月に富士通

Japanから、同社製システムの移

行が3年遅れ、令和11年１月にな

るとの申し出があり、事業スケ

ジュールの変更が生じた。

 これにより、令和10年12月まで

の過渡期対応として、データ連携

基盤システムの構築・運用及び現

行システムの延⾧運用を実施す

る。

実施中 導入準備 運用・実施

住民情報等延⾧利用する

システムと新環境に移行

するＮＥＣ製福祉システ

ムとのデータ連携に係る

事業者の作成工程におい

て遅れが生じたが、リカ

バリ対応を実施し、予定

していた連携項目の構築

作業を完了した。また、

住基・税等の現行業務シ

ステムの延⾧運用に係る

契約を締結し、令和8年1

月から運用開始した。

A
現状維持

の方向
変更なし

159 3-5-1

例規総合管理

システムの運

用

継続

事業
総務課

本市の例規をシステム管理するこ

とにより、例規改正における業務

効率の向上が図られるとともに、

最新の情報を提供できるようにす

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

各種の法務情報のほか、

国の法令改廃情報を各所

属に提供した。システム

の例規データを更新し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

160 3-5-2
文書管理シス

テムの運用

継続

事業
総務課

文書の電子化により、事務効率の

向上を図る。また、市民に対する

迅速で適切な情報提供につなげ

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
電子化を基本とした適切

な文書管理
B

現状維持

の方向
変更なし

161 3-5-3
人事給与シス

テムの運用

継続

事業
人事課

富士市・富士宮市共同電算化事業

により導入したシステムを利用

し、人事管理、給与計算を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

①システム運用のための

マニュアル整備

②SI業者（NEC）の支援

体制の確立

B
現状維持

の方向
変更なし

162 3-5-4
入退室管理シ

ステムの運用

継続

事業

情報システ

ム課

本市が管理するサーバールームの

入退室について、物理的セキュリ

ティ対策を行うため、入退室管理

システムの運用及び定期的な更新

を行う。また、監視カメラシステ

ムとの連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

入退室ログの集計、不正

アクセス等の監視、監視

カメラ映像確認を実施し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし
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163 3-5-5
庁内ヘルプデ

スクの運用

継続

事業

情報システ

ム課

共同電算事業の中でヘルプデスク

を配置して、職員からの各種問い

合わせの受付、一時対応を行う。

また、作業申請、作業依頼及び障

害報告などの受付、進捗管理を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用・実施 B
現状維持

の方向
変更なし

164 3-5-6
ICT-BCPの運

用

継続

事業

情報システ

ム課

大規模災害の発生などにより、通

常業務ができない状況となった場

合に、非常時優先業務を的確に行

うことができるよう、情報システ

ム部門の業務継続計画を策定して

いる。非常時に適切な運用ができ

るよう、年次訓練の実施や計画の

見直しを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

年次訓練（机上）を8月

に実施、計画の見直し及

び改定を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

165 3-5-7

障害時におけ

る業務システ

ム利用可能環

境の構築

継続

事業

情報システ

ム課

毎日データベースのバックアップ

を作成し、データセンターとの

ネットワーク障害など、各種障害

発生時に、住民票・所得証明書な

どの発行や各種情報の参照を可能

とする予備システムを庁内にて稼

動させる。また、通常時とほぼ同

様のシンクライアント環境約200

セッションを稼働させる。

実施中 運用・実施 運用・実施

業務継続計画に基づく住

民情報（税・保険含む）

システム及びOAシステ

ムの緊急時環境の運用及

び訓練実施

庁内OAシステム環境更

新後の緊急時環境への切

替手順を整備する

B
現状維持

の方向
変更なし

166 3-5-8

情報セキュリ

ティ対策の運

用

継続

事業

情報システ

ム課

市民の個人情報など、重要な情報

資産を様々な脅威から守るため、

不正アクセスやマルウェアなどの

セキュリティ対策を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

資産管理システムの導

入、セキュリティ対策装

置の運用及び管理、自治

体情報セキュリティクラ

ウドの利用、ガバメント

クラウド利用におけるセ

キュリティ対策の運用及

び管理

B
現状維持

の方向
変更なし

167 3-5-9

情報セキュリ

ティレベルの

向上

継続

事業

情報システ

ム課

「富士市情報セキュリティポリ

シー」の遵守状況を確認し、本市

が保有する重要な情報を漏洩等の

脅威から守るために職員のセキュ

リティレベルを向上させる。

実施中 運用・実施 運用・実施

セキュリティ研修の開

催、セキュリティアン

ケート及びセキュリティ

監査（内部・外部）の実

施、不審メール訓練の実

施

B
現状維持

の方向
変更なし

168 3-5-10

セキュリティ

プリントの運

用

継続

事業

情報システ

ム課

無駄な印刷を削減すると同時に、

印刷原稿の取り忘れなどを防止

し、情報漏えい事故を削減する。

実施中 運用・実施 運用・実施

複合機の運用、印刷ログ

の収集及び集計、効率的

な印刷方法の周知、次期

複合機更新計画の検討

（1年延⾧）

B
現状維持

の方向
変更なし

169 3-5-11
庁内ネット

ワークの運用

継続

事業

情報システ

ム課

庁内に敷設された情報通信ネット

ワークを適切に運用管理するとと

もに、デジタル変革に基づくネッ

トワーク構成変更を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

庁内ネットワークの運用

管理及び定期監視による

障害検知

新環境クリーンセンター

ネットワークリース延⾧

（4ヶ月）

出先機関ネットワーク更

新（新環境クリーンセン

ター含む）

C
現状維持

の方向
変更なし
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170 3-5-12

情報提供ネッ

トワークシス

テムの運用

継続

事業

情報システ

ム課

マイナンバーと関連付けられた特

定個人情報を関係機関の間でやり

取り（情報連携）するためのシス

テムを運用できるよう、環境を維

持する。

実施中 運用・実施 運用・実施

J-LISに対して中間サー

バーPFに係る交付金(次

期システムの設計・構築

経費を含む)を支払う。

中間サーバー通信ネット

ワーク機器を設置し維持

する。機器の更新等につ

いて検討する。

B
現状維持

の方向
変更なし

171 3-5-13
全庁型GISの運

用

継続

事業

情報システ

ム課

各部署が保有するデジタル地図

データを、全庁で閲覧可能なシス

テムを維持する。

実施中 運用・実施 運用・実施

各部署が保有するデジタ

ル地図データを更新し、

全庁が閲覧可能なシステ

ムを維持した。

B
現状維持

の方向
変更なし

172 3-5-14
公会計システ

ムの運用

継続

事業
財政課

財務書類を作成するため、財務会

計システムから得られる支出伝票

データや固定資産台帳データ等の

情報を活用し、効率的なシステム

の運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 公会計システム保守 B
現状維持

の方向
変更なし

173 3-5-15
財務会計シス

テムの運用

継続

事業

財政課、会

計室、契約

検査課

事務の効率化、意思決定の迅速

化、適切な予算の編成、執行を行

うための基盤システムを構築・運

用し、文書管理などの関連業務と

連携するなど、安定的・効率的な

システムの運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

（現行システム）

財務会計システム運用保

守、財務会計システム

リース、財務会計システ

ム改修（契約関連帳票）

B
現状維持

の方向
変更なし

174 3-5-16
地方債システ

ムの運用

継続

事業
財政課

地方債の借入・償還等の管理を適

切に行うため、効率的なシステム

の運用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 起債管理システム保守 B
現状維持

の方向
変更なし

175 3-5-17

富士市公共建

築物保全管理

システムの運

用

継続

事業
資産経営課

本市が所有・管理する公共建築物

に関する情報の一元管理、情報共

有を図り、保全工事の実施時期及

び経費の推移を示す。

実施中 運用・実施 運用・実施

データの更新、保全に係

る経費の推計、施設カル

テの作成等

C
現状維持

の方向
変更なし

176 3-5-18
電話催告シス

テムの運用

継続

事業
収納課

自動音声電話催告システムを運用

し、市税の初期滞納者に対する納

税催告を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

自動音声電話催告システ

ムを運用し市税の初期滞

納者に対する納税勧奨を

行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

177 3-5-19
徴収支援シス

テムの運用

継続

事業
収納課 徴収支援システムの運用を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施

徴収支援システムを活用

することにより。効率的

に滞納整理が行えた。自

治体情報システム標準

化・共通化に伴うシステ

ム改修は無かった。

B
現状維持

の方向
変更なし

178 3-5-20

預金貯金等照

会・回答業務

のデジタル化

継続

事業
収納課

行政機関から金融機関に対して行

われる預貯金等の照会は、大量か

つ多様な書面が残る業務であるた

め、行政機関と金融機関をつな

ぎ、加入機関間で統一フォーマッ

トの電子データによる預貯金等照

会を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

12月末時点 調査実行件

数44,556件

効率よく大量の調査が実

行できたことにより、効

果的な滞納整理ができ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

179 3-5-21
インターネッ

ト公売の活用

継続

事業

収納課特別

債権回収室

差押をした動産及び不動産をイン

ターネットオークションシステム

で公売する。

実施中 運用・実施 運用・実施

年間６回開催され、富士

市は動産を４回、不動産

を５回出品。動産は５件

が落札され、不動産は入

札が無かった。

A
現状維持

の方向
変更なし

180 3-5-22

軽自動車関係

税申告データ

エントリーシ

ステムの運用

継続

事業
市民税課

静岡地方税滞納整理機構で作成さ

れる軽自動車税申告書データの閲

覧、加工などを行い、課税システ

ムに反映させる。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用を行っ

た。
B

現状維持

の方向
変更なし
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181 3-5-23
固定資産税シ

ステムの運用

継続

事業
資産税課

固定資産税にかかる評価・賦課、

課税資料の整備を行うとともに、

業務効率化を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用 B
現状維持

の方向
変更なし

182 3-5-24
家屋評価計算

システムの運

継続

事業
資産税課

家屋評価計算システムを運用し、

家屋の適正な評価を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用 B

現状維持

の方向
変更なし

183 3-5-25

改製原住民票

発行システム

の運用

継続

事業
市民課

基幹系システム移行前の汎用機の

住民票データを改製原住民票発行

システムで一元管理することによ

り、改製原住民票の発行を円滑に

実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

改製原住民票の適正な発

行・管理を行った。

発行：12件

誤交付、トラブル等：０

件

B
現状維持

の方向
変更なし

184 3-5-26
法務省連携シ

ステムの運用

継続

事業
市民課

平成24年７月の入管法の改正に伴

い、外国人住民の在留資格などを

適正に管理するため、LGWANを

経由し、貸与された端末により、

法務省と自治体の間で外国人住民

に係る住居地などの情報連携を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

法務省と連携して、同シ

ステムにより外国人住民

の在留資格の適正な管理

を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

185 3-5-27
戸籍総合シス

テムの運用

継続

事業
市民課

戸籍の電子化により、平成13年２

月17日から戸籍総合システムを導

入し、現在戸籍、改製原戸籍、除

籍、戸籍の附票などの戸籍簿に係

る適正な管理を行う。また、相続

税法第58条の通知及び人口動態調

査も同システムにより運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

同システムによる戸籍

データの適正な運用管

理、システムのリース等

維持管理を行った。

なお、予定していた経費

を超過した分は、戸籍シ

ステム標準化に伴い一部

機器を解約したことによ

る残リース料等である。

C
現状維持

の方向
変更なし

186 3-5-28

戸籍副本デー

タ管理システ

ムの運用

継続

事業
市民課

全国の自治体独自の戸籍システム

から遠隔地にある戸籍副本データ

管理センター内の戸籍副本データ

管理システムに、法務省より貸与

された専用装置を介して、

LGWAN経由で戸籍副本データを

送信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

法務局と連携して、同シ

ステムによる戸籍データ

の適正な管理を行なっ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

187 3-5-29
旅券システム

の運用

継続

事業
市民課

県の権限移譲事務である旅券の申

請受付及び交付を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

旅券の発給に係る申請の

受付及び交付の運用を適

切に行った。

また、旅券の制度改正に

伴う対応を予定通り実施

した。

A
現状維持

の方向
変更なし

188 3-5-30

マイナンバー

カード交付関

連システムの

運用

継続

事業
市民課

マイナンバーカード交付時に利用

する顔認証システムと、マイナン

バーカードと通知カードの裏書シ

ステムにより、円滑なマイナン

バーカード交付事務を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

保険証との一体化なども

あり業務量が多かった。

今年度は約37,000枚を交

付、約28,000枚を電子証

明書更新する見込みであ

る。保有率も84％を超

え、職員の負担が大きい

状態である。

C
現状維持

の方向
変更なし

189 3-5-31
敬老事業シス

テムの運用

継続

事業
福祉総務課

敬老祝金の贈呈、米寿記念品の贈

呈及び100歳祝支給事業の実施に

伴う対象者データの管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用・実施 B
現状維持

の方向
変更なし
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190 3-5-32

国保連連携シ

ステムの運用

（介護保険）

継続

事業
介護保険課

要介護認定などの被保険者情報を

管理する。毎月、被保険者情報を

介護保険給付の審査支払を委託し

ている静岡県国民健康保険団体連

合会（国保連）に送付し、介護

サービス事業者から提出があった

請求情報と突合審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを利用して国保

連とのデータ連携を円滑

に行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

191 3-5-33

介護保険指定

事業者等管理

システムの運

用

継続

事業

福祉総務

課、高齢者

支援課

市が指定権者となる地域密着型

サービス事業者等の事業者情報や

介護給付費算定に係る加算などの

情報を管理する。事業者から提出

された情報を県が管理するクラウ

ドシステムに入力し、介護給付費

の審査・支払事務を行う国民健康

保険団体連合会（国保連）と連携

を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを利用して事業

者の情報を管理し、県と

のデータ連携を円滑に行

う。

B
現状維持

の方向
変更なし

192 3-5-34
生活保護シス

テムの運用

継続

事業
生活支援課

生活保護システムを使用し、生活

保護受給者情報の管理、ケース対

応記録の入力、保護費の認定処理

等を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

生活保護システムを使用

し、生活保護受給者情報

の管理、ケース対応記録

の入力、保護費の認定処

理等を行った。１月から

は標準準拠システムに切

り替わった。

C
現状維持

の方向
変更なし

193 3-5-35

国保連連携シ

ステムの運用

（障害者総合

支援）

継続

事業
障害福祉課

障害者などに対する自立支援給付

費支給決定情報を管理する。毎

月、自立支援給付費支給決定情報

を自立支援給付の審査支払を委託

している静岡県国民健康保険団体

連合会（国保連）に送付し、障害

福祉サービス事業者からの請求情

報と突合審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

毎月、前月に更新のあっ

た受給者台帳情報を送

信、台帳エラーの点検、

修正、更新後の台帳情報

の受信を当該システムを

経由して行っている。

B
現状維持

の方向
変更なし

194 3-5-36

ふじやま学園

利用者管理シ

ステムの運用

継続

事業

障害福祉課

（ふじやま

学園）

入所児童情報や在宅児童情報、学

園日誌、寮日誌及び打合せ記録、

入所児童統計情報の作成を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

学園運営の指定管理者制

度移行は当面直営と方向

性が決まったため、引き

続き、現行システムの範

囲内で改良を行いつつ事

業継続とする。

B
現状維持

の方向
変更なし

195 3-5-37

児童家庭相談

管理システム

の運用

継続

事業

こども家庭

課

情報管理や各種帳票の作成、実績

集計等を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

児童家庭相談システムの

安定した稼働と、国の

「要保護児童等に関する

情報共有システム」との

データ連携を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

196 3-5-38

ひとり親家庭

等入学祝金給

付事業の運用

継続

事業

子育て給付

課

ひとり親家庭等の児童・生徒が小

中学校へ入学するにあたり、入学

祝金を支給する。

実施中 運用・実施 運用・実施

共同電算ツールを使用せ

ず福祉総合システムで業

務運用を継続した。

LoGoフォームによる申

請を導入した。

B
現状維持

の方向
変更なし

197 3-5-39

公害病補償管

理システムの

運用

継続

事業
保健医療課

システムの運用により、公害病補

償業務を正確かつ迅速に行えるよ

うにする。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して公害

病補償業務を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

198 3-5-40

特定疾患給付

システムの運

用

継続

事業
保健医療課

システムの運用により、特定疾患

給付業務を正確かつ迅速に行える

ようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して特定

疾患給付業務を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし
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199 3-5-41

保健総合情報

システムの運

用

継続

事業
健康政策課

 検(健)診や予防接種履歴の確認、

講座の申込み状況と結果の管理を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システム運用と、データ

入力処理業務
C

現状維持

の方向
変更なし

200 3-5-42

国保連連携シ

ステムの運用

（国民健康保

険）

継続

事業
国保年金課

国民健康保険の被保険者情報を管

理する。毎月、被保険者の情報を

保険給付の審査支払を委託してい

る静岡県国民健康保険団体連合会

（国保連）に送付し、医療機関か

ら提出のあった請求情報と突合審

査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システム運用の安全・円

滑な実施
B

現状維持

の方向
変更なし

201 3-5-43

静岡県後期高

齢者医療広域

連合電算処理

システムの運

用

継続

事業
国保年金課

後期高齢者医療事業における電算

処理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

被保険者の増、２割負担

ができたため、資格確認

書等の発行件数が増加し

ている。

B
現状維持

の方向
変更なし

202 3-5-44

健診・医療・

介護等のデー

タを活用した

関連計画の推

進

継続

事業
国保年金課

平成26年度から健康管理システム

によるデータ管理に加え、国保

データベース（KDB）システムと

静岡県国保医療費分析システムに

より、健診・医療・介護等のデー

タを利用した分析が容易にできる

環境が整備されている。データ

ベースを共有し、各課で策定する

事業計画のPDCAサイクルの考え

方による事業展開や日々の業務に

相互活用していくことが求められ

ることから、令和5年度に、「富士

市国民健康保険保健事業実施計画

（データヘルス計画）」を策定す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

データヘルス計画連携会

議の開催

多職種による会議等への

参加

B
現状維持

の方向
変更なし

203 3-5-45

国保保険者標

準事務処理シ

ステム連携事

業

継続

事業
国保年金課

国保保険者標準事務処理システム

を構築して、静岡県と国保連合会

と市が連携し、法令に基づく事務

処理を行う。システム統一化によ

り、静岡県の定める国保運営方針

に基づく統一された運営を可能と

する。

実施中 運用・実施 運用・実施
国保情報集約システムの

運用
B

現状維持

の方向
変更なし

204 3-5-46

看護学校学生

情報管理シス

テムの運用

継続

事業

看護専門学

校

学内管理情報ソフトを使用した学

生情報管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

学内管理情報ソフトを使

用して、学生情報を一元

管理する。

B
現状維持

の方向
変更なし

205 3-5-47

環境基本計画

システムの運

用

継続

事業
環境総務課

「富士市環境基本条例」に基づき

策定された環境行政の最上位計画

である「第三次富士市環境基本計

画」の進行管理を行う。また、

「地球温暖化対策の推進に関する

法律」に基づき策定された「富士

市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編第三期計画）」の進行管理

も併せて行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用による進

行管理
C

現状維持

の方向
変更なし

206 3-5-48
畜犬管理シス

テムの運用

継続

事業
環境総務課

市内の畜犬の登録管理、狂犬病予

防接種の状況を管理する。
実施中 運用・実施 運用・実施 運用継続 C

現状維持

の方向
変更なし

207 3-5-49

森林墓園管理

システム更新

業務（eL-TAX

対応）

継続

事業
環境総務課

富士市森林墓園の利用者、使用

料、利用料の管理を行う。
完了 運用・実施 運用・実施

管理システムの改修では

なく、きロゴフォームの

オンライン決済機能を活

用したクレジットカード

決済を継続実施

B
拡大・拡

充の方向

継続事業

⇒推進事

業
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208 3-5-50

面的評価支援

システムの活

用

継続

事業
環境保全課

自動車騒音の騒音測定などを実施

し、環境基準の達成状況を把握す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

対象路線９路線９測定点

の騒音測定等を実施し、

環境基準の達成状況を把

握した。

A
現状維持

の方向
変更なし

209 3-5-51

大気汚染監視

システムの活

用

継続

事業
環境保全課

大気汚染の状況をテレメータシス

テムを通じて常時監視する。
実施中 運用・実施 運用・実施

大気汚染の状況を常時監

視し、環境基準の達成状

況を把握した。

A
現状維持

の方向
変更なし

210 3-5-52

農地中間管理

事業地図作成

システムの運

用

継続

事業
農政課

農地や土地改良施設などの地図情

報管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

農地中間管理事業におけ

る、地図作成及び農地集

積集約状況の把握のため

B
現状維持

の方向
変更なし

211 3-5-53

農地中間管理

事業管理シス

テムの運用

継続

事業
農政課

農地中間管理事業に関するデータ

管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

中間管理事業の効率化に

役立っている。
B

現状維持

の方向
変更なし

212 3-5-54
確認野帳シス

テムの運用

継続

事業
農政課

確認野帳の基礎資料となる水田台

帳のデータ管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用・実施 B

現状維持

の方向
変更なし

213 3-5-55
農用地管理シ

ステムの運用

継続

事業
農政課

農業振興地域内の農用地区域の情

報管理及び農用地管理システムの

保守管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用・実施 B
現状維持

の方向
変更なし

214 3-5-56

山林貸付地管

理システムの

運用

継続

事業
林政課

森林財産及び旧富士川町の山林貸

付地の契約情報をシステムで管理

運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

山林貸付地の契約情報を

適切に管理し、貸付料の

徴収や契約の相続、譲

渡、解約等の手続きを円

滑に執行できた。

A
現状維持

の方向
変更なし

215 3-5-57

建築確認申請

支援システム

の運用

継続

事業

建築土地対

策課

建築確認申請などの台帳をシステ

ムで管理運用する。
実施中 運用・実施 運用・実施

・確認、許可などについ

て、市で処分した物件に

ついては入力作業、民間

の確認審査機関が処分し

た物件については配信を

受けた。

A
現状維持

の方向
変更なし

216 3-5-58
公園台帳管理

システムの運

継続

事業
みどりの課

公園台帳に関するデータ管理を行

う。
実施中 運用・実施 運用・実施 既存公園の台帳更新 B

現状維持

の方向
変更なし

217 3-5-59

公営住宅管理

システムの運

用

継続

事業
住宅政策課

公営住宅管理システムを使用し、

市営住宅の入居者管理、収納管理

及び家賃算定などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
マイナンバーの登録率を

向上させる。
A

現状維持

の方向
変更なし

218 3-5-60

富士市公共建

築物保全シス

テムの運用(市

営住宅)

継続

事業
住宅政策課

公営住宅ストック総合改善事業に

資する、公営住宅などに関する情

報をデータベース（台帳整備）に

より、市営住宅の維持保全のツー

ルの一部とする。

実施中 運用・実施 運用・実施
データの整理、更新を実

施する。
B

現状維持

の方向
変更なし

219 3-5-61

下水道公営企

業会計システ

ムの運用

継続

事業

上下水道経

営課

伝票などの管理、財務諸表の作

成、企業債償還情報の管理、予算

編成などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

会計システムを継続運用

し、財務諸表の作成を通

じ、経営成績及び財政状

況の把握を行う。伝票

類・企業債償還情報・予

算編成などの機能が、適

正に起動するように検

査・確認を行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

220 3-5-62

下水道固定資

産管理システ

ムの運用

継続

事業

上下水道経

営課

工事及び資産の取得情報などの入

力管理、除却資産の特定、減価償

却費の計算等を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

固定資産管理システムを

継続運用し、財務諸表の

作成を通じ、経営成績及

び財政状況の把握を行

う。減価償却費の計算な

どの機能が、適正に起動

するように検査・確認を

行う。

B
現状維持

の方向
変更なし
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221 3-5-63

水道公営企業

会計システム

の運用

継続

事業

上下水道経

営課

伝票類の管理、財務諸表の作成、

貯蔵品の管理、予算編成、企業債

償還情報の管理、固定資産の管理

などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

会計システムを継続運用

し、財務諸表の作成を通

じ、経営成績及び財務状

況の把握を行う。伝票

類・企業債償還情報・予

算編成等の機能が、適宜

に起動するように検査・

確認を行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

222 3-5-64

口座伝送シス

テムの運用

（上下水道）

継続

事業

上下水道営

業課、上下

水道経営課

上下水道料金の口座振替・口座振

込のデータ転送を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道事業に係る料金

の口座振替および支払経

費の口座振込のための伝

送システムとして運用し

た。

C
現状維持

の方向
変更なし

223 3-5-65

下水道受益者

負担金システ

ムの運用

継続

事業

上下水道営

業課

下水道事業受益者負担金及び分担

金の賦課収納管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

下水道事業受益者負担金

及び分担金の賦課収納管

理システムの運用維持を

行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

224 3-5-66

下水道総合管

理システムの

運用

継続

事業

上下水道営

業課

管渠、排水設備、受益地などの

データ更新、システム保守及び改

良を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

下水道事業受益者負担金

及び分担金の賦課収納管

理システムの運用維持を

行う。

B 変更なし

225 3-5-67

OCRシステム

の運用（上下

水道）

継続

事業

上下水道経

営課

OCRシステムの運用により、収納

事務・出納事務の効率的かつ確実

な執行を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道料金及び下水道

受益者負担金等に関しＯ

ＣＲシステムを運用し

た。また、購入から8年

が経過したため、新しい

機器を購入した。旧機器

は上下水道営業課の所管

であったが、機器購入か

ら上下水道経営課に変更

した。

C
現状維持

の方向
変更なし

226 3-5-68

管路情報管理

システムの運

用

継続

事業
水道工務課

水道施設データを登録し、水道施

設の検索・閲覧を行えるようにす

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
新規・更新データ登録、

システム保守管理
A

現状維持

の方向
変更なし

227 3-5-69

水道施設監視

システムの運

用

継続

事業
水道維持課

遠方監視制御システムを用いて、

水道施設の運転状態を上水道管理

センターで集中監視する。

実施中 運用・実施 運用・実施

水道水の安定供給に資す

る監視システムの安定運

用と、そのための保守点

家業務を予定通り実施で

きた。

B
現状維持

の方向
変更なし

228 3-5-70

終末処理場遠

方監視システ

ムの運用

継続

事業

下水道施設

維持課

システムにより、遠方から終末処

理場の状態管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施 システム運用 B

現状維持

の方向
変更なし

229 3-5-71

終末処理場等

設備台帳シス

テムの運用

継続

事業

下水道施設

維持課

終末処理場等の資産（設備）デー

タを蓄積し、簡易に検索・閲覧及

び修正を行えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施 システム運用 B
現状維持

の方向
変更なし

230 3-5-72

道路河川占用

管理システム

の運用

継続

事業
建設総務課

道路及び河川の維持管理業務にお

いて、道路及び河川占用許可にか

かるデータの管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

第三期協同電算事業に伴

いシステムのデータ移行

とシステム改善を図っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

231 3-5-73
土木積算シス

テムの運用

継続

事業
道路整備課

土木工事の設計価格の算出を行

う。
実施中 運用・実施 運用・実施

土木積算システムの契約

および運用
B

現状維持

の方向
変更なし

232 3-5-74
営繕積算シス

テムの運用

継続

事業
施設保全課

公共建築物等の整備に係る設計書

の作成において、設計支援システ

ムとなる「営繕積算システムRIBC

Ⅱ」を用いることにより、工事に

おける適正な事業費の作成を行

い、効率的な事業執行を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

｢営繕積算システム

RIBC｣の運用、各担当用

の2ライセンスを継続取

得

B
拡大・拡

充の方向
変更なし
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233 3-5-75

病院公営企業

会計システム

の運用

継続

事業
病院経営課

伝票管理、財務諸表の作成、企業

債償還情報の管理、固定資産台帳

の管理、予算編成などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

予算編成、伝票管理、決

算調製等財務諸表の作

成、固定資産台帳管理、

企業債償還情報等の管理

B
現状維持

の方向
変更なし

234 3-5-76
勤怠管理シス

テム推進事業

継続

事業
病院総務課

自動打刻システムの導入により、

出退勤管理及び各種データ活用に

よる残業・自己研鑽・休暇等の管

理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用 C
現状維持

の方向
変更なし

235 3-5-77

ICTを活用した

中央病院診療

情報システム

の管理運用

継続

事業
医事課

電子カルテ、各部門システム等情

報システムやその通信ネットワー

クなど、中央病院における診療情

報システム安定運用のための管理

運用を行う。併せてセキュリティ

対策も実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用期に入った。

保守にかかる費用が高騰

している。

C
現状維持

の方向
変更なし

236 3-5-78

口座伝送シス

テムの運用

（会計室）

継続

事業
会計室

税・料の口座振替・口座振込の

データ伝送を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

税・料の口座振替・口座

振込のデータ伝送サービ

スシステムを運用する。

C
現状維持

の方向
変更なし

237 3-5-79

指定金融機関

日計・移替シ

ステム及び

OCRシステム

継続

事業
会計室

システムによる指定金融機関日

計・移替及びOCRの運用を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

指定金融機関日計・移替

システム及びOCRシステ

ムを運用する。

B
現状維持

の方向
変更なし

238 3-5-80 校務のICT化
継続

事業
学校教育課

統合型校務支援ソフトを整備し、

小中学校教職員１人に１台校務用

パソコンを配備する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・校務用パソコン及び校

務支援ソフトの効果に活

用し、授業と校務のDX

化を推進した。

B
現状維持

の方向
変更なし

239 3-5-81
学籍管理シス

テムの運用

継続

事業
学務課

学齢児童生徒の学籍の管理を行

う。また、要保護及び準要保護児

童生徒就学援助費、特別支援教育

就学奨励費の認定支給にかかる管

理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの継続運用 B
現状維持

の方向
変更なし

240 3-5-82
選挙管理シス

テムの運用

継続

事業

選挙管理委

員会事務局

システムにより、投開票事務の効

率的かつ適正な管理執行を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

参議院議員通常選挙・衆

議院議員総選挙・富士市

⾧及び富士市議会議員補

欠選挙の執行、各種選挙

集計の実施

C
現状維持

の方向
変更なし

241 3-5-83

農地台帳管理

システム及び

農地地図情報

システムの運

用

継続

事業

農業委員会

事務局

農地台帳に記録する農地などの情

報の随時把握及び的確な補整を行

う。また、台帳管理システムと連

動して、農地の面的把握と地図と

の一元管理による事務の円滑化及

び効率的な農地管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

農地情報を的確かつ迅速

に処理し、台帳管理業務

の効率化を行う。

B
現状維持

の方向
変更なし


